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政策評価に関する有識者会議 開催要項  

平 成1 5 年 9 月  
厚生労働省政策統括官決定  

平成18 年2 月改正  
平成2 0年 2 月改正  

1 趣旨   

政策評価については、行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成13年法律第86  

号。以下「政策評価法」という。）や「政策評価に関する基本方針」（平成13年12月   

28日間議決定）において、学識経験を有する者の知見を活用することが求められてい   

る。これらを踏まえ、厚生労働省が行う政策評価の客観性及び有効性を高めることを目   

的として、専門家の参集を求め、政策評価に関する助言等を得るため、「政策評価に関   

する有識者会議」（以下「会議」という。）を開催することとする。  

2 検討事項   

会議においては次に掲げる事項を中心として検討を行う。   

① 厚生労働行政に係る政策評価手法等について   

（∋ 厚生労働省の政策評価体制について   

③ 特定のテーマごとの政策評価の手法について   

④ 厚生労働大臣が行う社会保険庁が達成すべき目碍の硬定及び冒標に対すろ実績の  

評価について  

⑤ その他  

3 会議の運営   

（1）会議は、政策統括官が学者、研究者等の参集を求めて開催する。レなお、参集に係  

る期間は、政策評価法第6条の規定に基づく厚生労働省における政策評価に関する  

基本計画の期間とする。   

（2）2に掲げる検討事項のうち、専門の事項を調査するため必要があるときは、ワー  

キンググループを編成することができる。また、ワーキンググループにおいては、   

政策統括官は、必要に応じ、会議参集者以外の者の参集を求めることができる㌧  

（3）会議は、その定めるところにより、ワーキンググループの意見をもって会議の意   

昇とするキとができろ。  

L生⊥ 

Lむ 

おいて行う。  

（6〕この要項に定めるもののほか、会議の運営に閲し必要な事項は、座長が定める。  
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政策評価に関する有識者会議社会保険庁の目標設定及び実績評価  

に係るワーキンググループの編成について  

1，趣旨   

「政策評価に関する有識者会議開催要項」の3の（2）の規定に基づき、政策評価に  

関する有識者会議（以下「有識者会議」という。）の参集者及びその他の専門家（以下  

「参集者等」という。）の協力を得て、「社会保険庁の目標設定及び実績評価に係るワー  

キンググループ」（以下「社会保険庁WG」という。）を編成する。  

2．検討事項   

社会保険庁WGにおいては、次に掲げる事項を中心として検討を行う。  

① 中央省庁等改革基本法（平成10年法律第103号）第16条第6項第2号の規定   

に基づき、厚生労働大臣が設定する社会保険庁が達成すべき目標  

② 中央省庁等改革基本法第16条第6項第2号の規定に基づき、厚生労働大臣が行う   

（Dの目標に対する実績の評価   

③ その他  

3．社会保険庁1〟Gの運営等  

（1）参集者等の参集に係る期間は、2．①の目標設定及び2．②の評価が行われる期  

間とする。  

（2）有識者会議が定めるところにより、社会保険庁WGの意見を有識者会議の意見と  

することができる。  

（3）社会保険庁WGは、特に非公開とする旨の申し合わせを行った場合を除き公開と  

する。  

（4）社会保険庁WGに座長を置き、参集者等の互選により選任する。  

（5）座長に事故があるときは、あらかじめその指名する参集者等が、その職務を代理  

する。  

（6）緊急の必要があるときは、座長は、参集者等の意見を聴いて、社会保険庁WGの  

意見を決定することができる。  

（7）社会保険庁WGの庶務は、厚生労働省政策統括官付政策評価官室において行う。  
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面について  

厚生労働大臣は、中央省庁等改革基本法等に基づき、平成13年度より、毎年度開始前に社会   

保険庁長官に対して「達成すべき目標」を示し、当該年度終了後に、社会保険庁長官からの実績   

報告に基づく評価を行っている。  

【根拠法令】  

中央省庁等改革基本法（平成10年法律第103号）第16条  

6 政府は、主として政策の実施に関する機能を担う庁（以下この条において「実施庁」という。）について、次に掲げる方針に従  

い、その業務の効率化を図るとともに自律性を高めるために必要な措置を講ずるものとする。  

一 府省の長の権限のうち、実施庁の所掌する事務に係るもの（当該府省の企画立案に関する事務に密接に関連する権限そ   

の他当該府省の長の権限として留保する必要があるものを除く。）を、法律により、当該実施庁の長に委任すること。  

二 前号の場合において、府省の長は、実施庁の長にその権限が委任された事務の実施基準その他当該事務の実施に必要   

な準則を定めて公表するとともに、実施庁が達成すべき目標を設定し、その目標に対する実績を評価 して公表すること。  

三 前二号の場合における府省の長の実施庁の業務についての監督は、前号に規定するものの範囲に限定することを基本と   

すること。  

四 実施庁の長において、その内部組織をより弾力的に編成することができる仕組みとすること。  

注）他の実施庁としては、国税庁（財務省）、特許庁（経済産業省）、防衛施設庁（防衛省）、海上保安庁（国土交通省）等が   

ある。   



2．社会保険庁の実績評価の流れ イメージ）  

平成18年度   平成19年丘   平成20年度   平成21年丘   

1月 2月 3月  4月  ～  2月  3月   4月 5月 6月 7月 8月 9月10月 11月 12月 1月 2月 3月   4月 ～ 8月 9月 10月 11月 12月  1月   

1019   
実  美  

巨業  

19年良計画の実施  

嵩－下′・麦こ1．1に、■て′、ぺニー；，！≠；ィ∴、滋養㌶ご、墓二・、倉  

…萱 （書）（庁）  

19．2．27  、ゴし J；  目途20年8月目途   ■ ■ 報 評   
20年良計画の実施  

21年良計寧の実鱒  

22年1月  

20年10月    I全帥鵬鵬会駈】   昨年金機欄壊立   

※21年度計画については平成22年に実績評価を実施  （省）：厚生労働大臣  （庁）：社会保儀斤量官   
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○ 厚生労働大臣は、「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（政策評価法）に基づき、その所掌に係る政策に  

ついて、計画期間、政策評価の実施に関する方針等を定めた基本計画を定め、政策評価を行っている。  

O 「厚生労働省における政策評価に関する基本計画」（第2期基本計画）は、平成19年度から23年度までを計画  

期間として平成19年3月に策定され、同計画においては、社会保険庁については、中央省庁等改革基本法の規定  

に基づく厚生労働省の実施庁として、実施庁が達成すべき目標の設定及び目標に対する実績の評価を実施するこ   

ととされている。  

○ また、同計画においては、目標の設定及び実績評価の実施に当たっては、学識経験を有する第三者の知見の   

活用に努めることとされている。  

厚生労■省における政策評価に関する基本計画（第2期）（抄）（平成19年3月30日厚生労働大臣決定）  

4 社会保険庁の実績評価   
社会保険庁については、中央省庁等改革基本法（平成10年法律第103号。以下4において「基本法」という。）第16条第6項の規定に  

基づく厚生労働省の実施庁として、同現に規定する実施庁が達成すべき目標（以下4において「目標」という。）の設定及び目標に対する  

の評価（以下4において「実績評価」という。）について、以下のとおり実施するものとする。   
なお、目糠 経験を有する第三者の知見の活用に努めるものとする。  

（1）目標の設定及び公表  

政策評価官室及び関係部局（基本法第16条第6項に規定する実施庁の長にその権限が委任された事務に係る政策の企画立案を担う   

部局をいう。以下4において同じ。）は、「社会保険庁の事務の実施基準及び準則」（平成13年3月30日厚生労働事務次官依命通達）に   
定める事務について、各年度の目標を前年度中に設定し、その結果を厚生労働大臣名で社会保険庁長官あて通知するとともに、速やか   
上⊆公表する。その際、政策評価官室は、目標の取りまとめ及び社会保険庁長官への通知並びに公表に係る事務を担う。   
（※実施基準及び準則については資料1－2参考）  

（2）実績評価の実施及び公表   

政策評価官室及び関係部局は、実施計画において別途定める時期に、目標の達成状況について社会  
をもとに実績評価を実施し、その結果を実績評価書として厚生労働大臣名で社会保険庁長官あて通知う  

険庁から報告を受け、その報告  

とともに、速やかに公表する。  

その際、政策評価官室は、当該実績評価書の取りまとめ及び社会保険庁長官への通知並びに公表に係る事務を担う。  

また、政策評価官室及び関係部局は、評価結果を次年度の目標の設定に反映させるとともに、関係部局は、評価結果を政策の企画立  

案に活用することとする。  
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○ 総務省行政評価局は、総務省設置法に基づき、行政改革の推進・実効確保等を図るため、各府省の業務の  

実施状況について、合規性、適正性、効率性等の観点から調査を行い、その結果に基づき、行政運営の改善を  

図るため、各府省に対して勧告等を行っている。   

○ 総務省は実施庁に係る実績評価について調査を行い、平成16年7月に関係省庁に通知した。主な内容は   

以下のとおり。  

際に、有識者等第三者の知見の活用に努めること  

・実績評価書の作成・公表の早期化を図ること  

実施庁に係る実＃評価に関する調査に基づく通知（平成16年7月総務省行政評価局）（抄）  

（1）目標の設定及び実績の評価   

イ 目標の設定及び実績の評価の的確かつ効果的な実施  

関係省庁は、実施庁に係る実績評価の的確かつ効果的な実施を推進する観点から、所管する個々の実施庁の業務内容を勘案し   
つつ、各省庁の実施状況を参考に、次の措置を講ずる必要がある。   
① 目標に関し達成する水準が明確にされていないものがある省庁においては、可能な限り具体的かつ定量的な目標の設定に努  
めること。   

② 目標の達成度合いについての判定に当たっては、その基準を設定することなどにより、判定方法の明確化に努めること。   
③ 目標の設定や実績の評価を行う 際に、有識者等第三者の知見の活用に努めること。  

（2）公表等の推進  

関係省庁は、目標、評価結果等を公表するに当たっては、国民が分かりやすい情報を迅速かつ容易に入手できるようにするため、   
次の措置を講ずる必要がある。   
①実績評価書の作成・公表の早期化を図ること   

②実績評価書の要旨の作成・公表に努めること。   
③ 目標、実績評価書等のHPへの掲載に当たっては、複数年度分の掲載に努めること。   
④その他、各府省における目標、評価結果等の公表に関する工夫例を参考に、一層積極的な公表に努めること。  
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資料2－2  

平成13年、3月30日厚生労働事務次官決定  

社会保険庁の事務の実施基準及び準則  

Ⅰ実施基準   

社会保険庁は、政府が管掌する健康保険事業、船員保険事業、厚生年金保険事業及び国民  

年金事業（以下「社会保険事業」という。）の保険者として、適正かつ安定的に事業を運営  

するとともに、厚生労働省設置法等により、その任務とされた事務を適正に実施する。   

また、事業の運営に当たっては、常に国民の立場に立ち、透明性の確保を図るとともに、  

事務の効率化を進め、もって、社会保険事業に対する国民の理解と信頼を得る。  

Ⅱ 事務の実施準則  

1適用事務に関する事項  

（1）政府が管掌する健康保険事業、船員保険事業及び厚生年金保険事業に係る各種届   

書等の適正な届出及び早期提出について、事業主（船舶所有者を含む。以下同じ。）   

及び披保険者に的確に周知するとともに、励行を促進すること。  

（2）事業主に対し的確かつ効率的な調査を行うことにより、政府が管草する健康保険   

事業、船員保険事業及び厚生年金保険事業に係る被保険者（被扶養者を含む。）に係   

る資格及び標準報酬等を適正に把握すること。  

（3）国民年金の未加入者の把握及び確実な適用に努めること。  

（4）国民年金の第一号被保険者及び第三号被保険者に係る被保険者種別変更の届書等   

の適正な届出及び早期提出について、被保険者等に的確に周知するとともに、励行   

を促進すること。  

（5）年金に関する被保険者記録については、正確に管理すること。  

（6）その他被保険者等の適用については、関係法令に基づき適正に行うこと。  
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2 保険料等収納事務に関する事項  

（1）政府が管掌する健康保険事業、船員保険事業及び厚生年金保険事業に係る保険料   

並びに児童手当事業に係る拠出金（以下「保険料等」という。）の収納の確保につ   

いては、事業主に対する制度啓発、口座振替の促進等により、保険料等の納期内の   

納入を促進すること。  

（2）保険料等を滞納する事業主に対する納付の督促及び国税滞納処分の例による処分   

を確実に実施すること。  

（3）国民年金の保険料の収納については、年金制度及び保険料納付の重要性について   

の啓発、納付督励、口座振替の促進、納付しやすい環境づくりを進めるとともに、   

より一層効果的な収納確保方策についてエ夫し、適正な収納に努めること。  

（4）介護保険法に基づく介護保険料の徴収事務については、円滑な実施を図ること。  

（5）その他保険料等の収納については、関係法令に基づき適正に行うこと。  

3 保険給付事務に関する事項  

（1）社会保険事業に係る保険給付については、正確に決定及び支払を行うこと。  

（2）レセプトの点検調査、医療費通知等により、医療給付の適正化を図ること。  

（3）厚生年金保険事業及び国民年金事業に係る保険給付については、各種届書等の適   

正な届出について、受給権者等に的確に周知し、励行を促進すること。  

（4）その他保険給付の事務については、関係法令に基づき適正に行うこと。  
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4 保健事業及び福祉施設事業に関する事項  

（1）被保険者等の健康管理意識の高揚及び健康の保持増進を図り、ひいては医療給付   

を適正なものとするため、生活習慣病予防健診、それに基づく事後指導等の事業を   

適切に実施すること。  

（2）その他の保健事業及び福祉施設事業については、適切に実施すること。  

5 広報、情報公開、相談等に関する事項  

（1）社会保険事業に対する国民の理解と信頼を確保するため、効果的な広報を行うこ   

と。  

（2）相談体制を整備し、国民からの相談に対しては、懇切丁寧に対応すること。   

また、事業に関する意見は真筆に聞き、事業の改善に役立てること。  

（3）職務上知り得た個人情報については、厳正に保護すること。  

（4）国民に対する情報提供の充実を図るとともに、レセプトの開示等についても適切   

に対応すること。  

（5）職員の専門的な知識の習得及び資質の向上を図ること。  

ー③－   
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社会保険庁の業務の概要  

○年金  

・厚生年金保険制慶  

事某所に使用される労働者の老齢、障害又は死亡について保険給付を行い、労働者とその遺族の生活の安定を図る  

ことを目的とする長期保険制度であって、政府が管掌しているもの。   

・国民年金制度  

日本国内に住所を有する20歳以上60歳未満の者を被保険者とし、老齢、障害又は死亡について給付を行い、国  

民生活の維持及び向上を図ることを目的とする年金制度であって、政府が管掌しているもの。   

○政府管掌健康保険事業   

法人事業所等に使用される者を被保険者とし、その業務外の疾病、負傷、死亡及び出産に対して療養の給付を行う健   

康保険事業のうち、政府が運営主体（保険者）となっているもの（救管健保以外の保険者としては、健康保険組合、共   

済組合、市町村国民健康保険などがある。）。主に中小企業の従業員とその家族が加入する。   

（注）平成20年10月からは、全国健康保険協会に業務が移管される（適用・徴収業務は社会保険庁（日本年金機構  
設立後は同機構）において行う。）。  

ト・J  

○船員   

船員法の適用がある船員を対象とし、陸上労働者に対する健康保険、雇用保険及び労働者災害補償保険に相当するも  

のを包含した総合保険（職務外の年金部門は、昭和61年に厚生年金保険に統合）であって、政府が管掌しているもの。  

（注）日本年金機構の設立後は、職務上疾病、年金部門及び失業部門のうち、労災保険及び雇用保険に相当する部分を  

一般制度へ統合し、職務外疾病部門及び船員保険独自給付部門は、全国健康保険協会に移管される（適用・徴収業  

務は日本年金機構において行う。）。   



社会保険庁の事業の規模  

（平成18年度）  

トJ  

（注1）「加入者数」及び「事業所数」lこつし1ては、平成18年度末現在。  

（注2）国民年金の加入者数は、国民年金第1号破保険者及び第3号被保険者の  

合計。  
（注3）国民年金（基礎年金）の給付額は、保険料のほか、国庫負担金及び他制  

度からの拠出金により賄われている。  

（注4）政管健保「船員保険の加入者数は、被扶養者を含む。  

（注5）政管健保・船員保険の保険料収納感は、給付のほか、老人保健拠出金、  

退職者給付拠出金等に充当されている。   



社会保険庁の組織及び人員の基本的事項（平成18年度末）  

○ 平成18年度における社会保険庁の職員数は、28，600人（常勤職員17，100人、非常勤職員11，500人）。  

○ 本庁（社会保険業務センター及び社会保険大学校を含む。）に1，100人、地方社会保険事務局に6，500人、社会保険   

事務所に21，000人力唱己置。  

※人員数については、地方支分部局は100人単位の概数   

〔芙警器具］了：三33会〕  

本庁（ま京・毘ケ肺  

地方懸念偏隙   

（47カ所）  

管轄区域（都道府県）内の  

事務に関する企画・規  

都道府県単位の集約事務  
処理、社会保険事務所の監  
督等  

（312カ所）  

適用・徴収・裁定事務、保険証・年金手帳の  
作成・交付、年金相談の実施等  

地
方
支
分
部
局
 
 

社会保険事業運営に関する企画・立案、地方支分  12，600人   

8，400人  部局が行う業務の指導等  

〕
 
 

人
人
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0
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0
 
 
 

6
 
9
 
 

〕
 
 
 

人
人
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2
 
 

常勤職員  

非常勤職員  

常勤職員  

非常勤職員  

3
 
2
 
 

施
設
等
機
関
 
 

社会保険業緋センター（薫京・椰  
被保険者の記録管理、年金支払業務、システム運用、  
年金相談  

〔慧員〒…軍会 

「‾岬－●■■’‘■●”－●●仙一H■’…鵬■…‾仰‘q■叫…■■………■……  

社会保険大学校（千葉・白井制  

社会保険の事務に従事する者に対する研修  年金相談センター  

（55カ所〉   

年金電話相談センター  

（23カ所）  

2ユ会〕  

常勤職員  

非常勤職員  



庁
 
 

険
 
 

保
 
 

会
 
 

社
 
 

（地方支分部局）  

－・－・一地方社会保険事務局  

部
 
 

部
 
 

務
 
 

営
 
 

官
「
 
 

長
 
 社会保険事査官  

総務課  

職長課  
経理課  

企 画 室  
人事調整官  
［年金新組織準備室】  

調 査 官  
【監査指導室：卜  

社会保険指導室   

数理調査室  
【年金相扱推進室】  
【施政整理推進室］  

【国際事業室】  

総 務 課  
会 計 課 
企 画 株  
保険管理蛛－［業務管理室】  

保険医療絆－【統括指導医療官］  
船点保険株（東京）  

年金管理層  
年金調整課  
業 務 課（東京）  
【統括地方社会保険監察官】   

社会保険事務室   

【総務調整官】  
総 務 課  
保険管理塀－【業務管理室］  
保険医療株  
年 金 課－【年金調整官】  
［統括地方社会保険監察官〕   

社会保険事務室   

【総務調整官］  

宮城、神奈川、兵庫、広島、福岡）  
総務株 －【主幹］  

（埼玉、静岡、京都）  
保険株 

て…芸霊冨芸書】  
年金課 －t年金調整官】  

（北海道外22事務局）  

【統括地方社会保険監察官］  

（北海辻、宮城、埼玉、広島、福岡）   

社会保険事務室   

社会保険事務所（265ケ所）  

サービス推進詳＋  

企画すて  
医療保険課「＝ 

備室】  
年金保険課一∴ 国民年金事業室  

（施政等機関）  

社会保険大学枚  

牧丘－－脚  ．せ                     教  
Ilゝ  

（施敗等機関）  

社会保険業務センター  

L所長  総 務  

部モ  

庶 務 課  
会 計 株  
企画調整課  
システム監査課  
管 理 課  
システム開発策一課  
システム開発第二課  
指 導 課  
運 用 珠  
美務管理課  
債権瀾査課  
業務審査課  
業務渉外株  
業務第一課  
業務第二課  
業務第三課  
年金番号評  
紀 録 鱒  
記録捷供課  
相談管理課  
相鉄指導課  
相談業務課  

一別所長  

情報管理部  

モ  

モ  

●モ  

圭    モ  

業．務 部  

記録管理部  

中央年金相放  

（注）「社会保険事務室（47カ所）」は、平成12年に、それまで地方事務官制で都道   
府県の組織であった保険課、国民年金株を国の組織の社会保険事務局に改めた際に、   
組織が増えないようにする観点から、各都道府欄ごとに1つの社会保険事務所を社   
会保険事務局内に取り込んだ組織としたことに由来するもの。公の名称としては、   
社会保険事務所と称している。   



社会保険業務の実施体制の概要  

社会保険事務所及び社会保険事務局事務センターと社会保険業務センターは、オンラインシステムで結ばれ、 それぞれの機能の特性（一件対応窓口処理・集約処理■大量集中処理）を活かして、事務処理を実施。   
168万事業所  

（平成18年度末現在）  

事業所  ′ 一一－－－－－－－－－－－－－－・、  

厚生年金・健康保険  

の被保険者の事務  

手続は、原則、事業  
所を経由して行う  

社会保険業務センター  

被保険者  

年金受給者   

被保険者  

（厚年・国年）   

6，581万人  
（健保・船保）   

3，610万人   

年金受給者   

3，592万人  

（平成18年度末現在）  

市区町村  

国民年金の届出  

手続は、原則、市  
区町村を経由して  

行う   

俄1禾陳首記録の送付等（58歳通知、35歳通知等）  

年金の支払いに関する業務  

障害厚生年金の受給に関する審査業務  

年金給付に関する債権管理業務  

1，827市区町村  

（平成19年4月＝ヨ現在）  

（注1）届書等の処理につし  ＼ては、順次、各都道府県の社会保険事務局事務センターヘの集 ■■l－l．⊥   †■コl■⊥  L ＿． ■    十1  ▲．．＿ ． ▲   約処理化を進めているところであるが、  【【■叫’‖－■、▼－ ■■‾一－ヽl′T、11′ヽ「Fつ刀J■り干す力lこ一′フl‾′ヽUノj   

社会保険事務局によっては、現時点では、審査業務等を社会保険事務所で行っている                              ▼    ヽ  ⊥1 人 ′l・・・■ ■■人」止■■＿▲＿▲  ＿．．▲ ＿．． ▼‾■‾－‾’’＋’■▼■■、■J′■－′l、IJ一′、＞‾■U 
o  

（注2）社会保険業務の業務・システム最適化計画において、届書の入力、審査、決定等の業務について、都道府県を越えた集約を、  平成21年度から23年度にかけて順次実施することとしている。   



適用・徴収業務（国民年金）の涜れ  

書類送付  

司            層  

コンピュータ  

索・更新処  

被保険者  

氏名索引  

基礎年金番号  

ファイル  

・資格取得届   

673万件／年  

〔芸諾≡；喜諾〕  

（＊資格喪失届 753万件／年）  

（平成18年度）  

※3号被保険者は、平成14年度  
から事業主経由  

・年金手帳   ■‘L■l  
・納付書   

・保険料納入  

（1号被保険者のみ）  

自営業者等  

・国民年金  

（注1）届書等の処理については、順次、各都道府県の社会保険事務局事務センターヘの集約処理化を進めているところであるが、   

社会保険事務局によっては、現時点では、審査業務等を社会保険事務所で行っている。  

（注2）社会保険事務所における保険料の現金収納の事務の見直しを検討する。   



国民年金保険料の納付状況  

納付月数  
納付率（％）＝  ×100  

納付対象月数   

・納付対象月数とは、当該年度分の保険料として納付すべき月数（法定免除月数・申請全額免除  

月数・学生納付特例月数・若年者納付猶予月数を含まない。）であり、納付月数はそのうら当  

該年度中（翌年度4月末まで）に実際に納付された月軒である。  納
付
率
ご
％
 
）
 
 

納付率の推移  

15年度   16年度   17年度   18年度   

15年度分保険料  －63．4％  65．6％  67．4％  

16年度分嘩険料  63．6％  66．．3％  68．2％ 

17年度分保険料  67．1％  70．7％   

18年度分保険料  66．3％   

※時効前（納期から2年以内）に納付する者を含めると約7割が納付  

（目標納付率）  

16年度目標  17年度目標  18年度目標  19年度目標   

65．7％   69．5％   74．5％   80．0％   

15年8月に国民年金特別対策本部において、中長期的な副票納付率（80％）を設乱  

16年10月に行動計画において、年度別の目標納付率を設定。   6162 63 元 2 3 4 5 6  
∧
‖
V
 
 

8
 
 

8
 
 

了
 
 

13 日15161718（年度）  



国民年金保険料の納付状況等の推移及びその分析  

①平成9年度以降、全ての市町村におし†て20歳到達看で加  

入手続を行わない者に対する職権適用（国民年金手帳の送  

付）が行われた結果、未加入者（注）数が大幅に減少   

（注）「未加入者」とは、国民年金の第1号被保険者に該当するが、加入   

手続を行っていないため、第1号被保険者として把握されていない者   

② 平成13年度以前（地方分権前）には、現在の免除基準に  

は該当しない看であっても、特例で免除が認められていた  

（特例免除）   

（例）免除基準上非免除となるが所得が低いと考えられる者   

○①未加入者の影響、②特例免除の影響を排除して納付率  

を算出することにより、市町村が保険料を徴収していた時代  

の納付率を現在と同じ条件で比較することが出来る（いわば  

実力ベースの納付率）。  

て注）未加入者及び特例免除を分母に加えることにより、納付率の比較  

を行う。   

○ 平成9年度の納付率（79．6％）について、「実力ベース」での  

納付率を計算すると、次のとおり   

●未加入者の影響を排除→王立三笠   

●未加入者及び特例免除の影響を排除 → 69．9％   

未加入者及び免除者を考慮した納付率  

CD 
40．0  

0. O 0  

㊥5 6 0 8 9 ㊥，，㊥－415㊥－7 －8  

一 乗加入者数（千人）＋ 納付率  一嘉一 未加入者を考慮した納付率  

「ト 未加入者及び特例免除の影響を排除した納付率  

（注）平成4，7，10，13及び16年度の未加入音数は公的年金加入状況等調査による。   

他の年度における未加入舌鼓は、これらの年度から単純に線型按分したもの。  



収納対策のスキーム（概念図）  

納めやすい環境づくり  

○ 口座振替の推進  
○ 口座振替割引制度の導入（H17．4～）  

（口座振替率）  

16年度末  17年度末  18年度末  

37％ → 40％ → 40％  
651万人  660万人 642万人  

○任意加入者の口座振替の原則些  
（H20、4～）  

○コンビニ納付の導入（H16．2～）  
（利用状況）  

16年度  17年度  18年虔  

347万件→ 589万件→749万件   

○インターネット納付の導入（州64～）  
（利用状況）  

16年度  17年度  18年度  

7万件 →14万件→ 24万件  

○クレジットカード納付の導入  

（H19年度～）  

○税申告時の社会保険料控除証明書   
の添付義務化（H17．11～）  

＼工〉  

広報・年金撃育等  
○年金制度の安心感、有利性をわかりやすく伝え国民の不安を払拭 ○学生・生徒に対し、年金制度の意義等に関する理解を促進 ○ねんきん定期便等、きめ細別＼情報サービスの提供  

※下線部は、今般法律等により新たに措置した事項   



未納者属性に応じた効率的・効果的な対策の推進  

○ 平成18年度より、所得情報を基に、未納者を強制徴収対象、納付督励対象、免除等申請勧奨対象に区分し、   

さらに未納月数毎に細分化し、各区分の未納者属性に応じた腎励・勧奨方法、スケジュール等を明確にして納付   
督励等を実施。  
○ 平成19年度においては、18年度の取組を全国に定着させるとともに、未納者属性を更に細分化するなど、   
エ夫した対策を実施することにより、■納付月数の増加及び免除等の申轟の取得に取り組んでいる。  

納 付，率 の 向 上 及 び未 納 者 数 減 少 へ の 取 組 （概 念 図）  

7 ■－ 12  13   



強制徴収の充実・強化  

（実施状況：平成19年3月末現在）  

平成15年度着手分   平成16年度毒手分   平成17年度毒手分   平成18年度毒手分   

最終催告件数  

（強制徴収対象者数）   
9，653件   31，497件   －172，440件   310，551件   

督促件数   416件   4，571件   56，407件   100，890件   

差押件数   50件   636件   8，585件   5，833件  





適用・徴収業務（厚生年金保険・健康保険）の流れ  

社会保険業務センター   

（三鷹庁舎）  

○新規適用届   

厚年8．0万件／年   

健保7．8万件／年  

○資格取得届   

厚年 725万件／年  

健保 493万件／年  

一資格喪失届  

（厚年645万件、健保456万件）  

（平成18年度現在）  

→  
保険料納付  

（源泉徴収）  

納入告知書  

○徴収決定済額（平成17年度）   

厚年′20．2兆円   

健保 6．6兆円  
サラリーマン  

・厚生年金  

・健康保険  

保険料納付  

○収納済額（平成17年度）   

厚年 20．1兆円   

健保 6．6兆円  

・確認通知書  

ヰ章手帳  

・健康保険証  
・健康保険証  

（注）届書等の処理については、順次、  ▼■r－T、■  
■ ∵ ■ L     ‾ ＿十 ▲■山 一▲＿ 一 一   ■ ■ t   ＿  ■＿ ＿ ＿  ．   

社会保険事務局によっては、現時点では、審査業務等を社会保険事務所で行っている。  



厚生年金保険■政府管掌健康保険の適用促進  

①未適用事業所の適用促進  

○雇用保険の適用事業所情報、新規設立法人情報や関係機関からの情報等により未適   

用事業所を把握し、加入指導を実施。  

○ 平成16年度以降、重点的な加入指導又は職権適用の対象を順次拡大。  

○ 平成19年度より、各社会保険事務所・事務局ごとの行動計画を策定し、目標達成のた   

めの取組みを推進。  

平成18年度  平成17年度  平成16年度まで  

○これまでの情報に  

加えて民間会社か 

らの新規設立法人  

情報を活用し‘未  

適用事業所を把握   

○重点的な加入指導  

（10人以上の事貴所）  

○職権適用  

（15人以上の事業所）   

○法人登記申請書、  

雇用保険適用事業  

所情報等を活用し、  

未適用事業所を  

把握  

○重点的な加入指導  

（平成16年7月以降、  

20人以上の事業所）   

○（同左）  

○重点的な加入指導  

（15人以上の事業所）  

○職権適用  

（20人以上の事、業所）  



○ 未適用事業所把握・加入勧奨業務について、平成17、18年度の市場化テストモデル事業   
の経験も生かしつつ、平成19年度より全ての社会保険事務所において民間委託を実施。  

○ 社会保険事務所においては、重点的な加入指導、職権適用の強化により力を入れて取り組む。  

≡   



②適用事業所に対する適正な適用の指導等  

○ 適用事業所における被保険者の適用漏れ・誤り等を防止するため、適用事業所に対する調査  

・指導を実施してきている。   

○ 平成16年度以降、事業所調査の重点業種の指定、調査目標の設定など、取組みを順次強化   

してきている。  

○ 平成19年度より、各社会保険事務所・事務局ごとの行動計画を策定し、目標達成ゎための   

取組みを推進。  

事業所調査の実施  事業主に対する指導  

①事業所調査を特定業種（派遣業、卸売華・小売業∴俄食＃、サービス業   

等）に王点化【1¢年率～】  

②事業所間圭の数値目棲（毎年度全適用事業所の4分の1以上）の般定   

【17年度－】  

③短睦間労働者等について事業所間董の結果を討手削こ反映【柑年度－】  

④都道府県労働局との連携による王点的な調圭の実施【柑年度一】   

○新規適用事欄所に対する   

税明会での指導  

○届書連出時の事務税明会   

での指導  

○パンフレット等を活用した 

周知  



（参考1）  

社会保険の適用基準  

○ 強制適用事業所は、   

① 法人事業所で常時従業員を使用するもの   

② 所定の事業を行う個人の事業所で常時5人以上の従業員を使用するもの   

その他の事業所は、任意適用事業所   

（注）製造、建設等の事業を行う従業員5人以上の個人事業所は、強制適用事業所とされているの  

に対し、飲食、宿泊等の事業を行う従業員5人以上の個人事業所は、任意適用事業所とされて  

いるところ。  

○ 被保険者は、適用事業所と常用的使用関係にある者  

○ 常用的使用関係の有無は、労働日数、労働時間、就労形態、勤務内容等を総合的に勘案し、   

個別具体的事例に即して認定   

（注）適用除外：下記のいずれかに該当する者は被保険者から除外している。 

① 臨時に1ケ月以内の期間を定めて使用され、その期間を超えない人  

② 臨時に日々雇用される人で1ケ月を超えない人  

③ 季節的業務に4ケ月を超えない期間使用される予定の人  

④ 臨時的事業の事業所に6ケ月を超えない期間使用される予定の人   



（参考2）  

平成18年度適用の適立化対策の実施状況について  

（注）未適用事業所数は、適用事業所の対象となりうると把握しているが、届出が行われていない事業所数である。   



厚生年金保険・政府管掌健康保険の保険料徴収対策  

①保険料の徴収状況  

○厚生年金・政管健保の収納率にづいては、おおむね97～98％以上を   

確保している。  
（単位：億円）  

平成14年度   平成15年度   平成16年度   平成17年度   平成18年度   

徴収決定済額   206，768   196，471   198，022   203，577   212，612  

厚生年金  収納済額   202，034   192，425   194，537   200，584   209，835  

保険料収納率   97．7％   97．9％   98．2％   98．5％   98．7％   

徴収決定済額   62，453 65，529   66，220   67，091   67，752  

政管健保  
収納済額   60．470   63，741   64，619   65，677   66，404  

保険料収納率   96．8％   97．3％   97．6％   97．9％   98．0％   

（注1）政府管掌健康保険の徴収決定済額及び収納済額は、一般被保険者分  

（注2）保険料収納率は、徴収決定済額に対する収納済額の割合  

（参考）厚生年金保険・政府管掌虚康保険の保険料について  

○ 厚生年金保険料・政府管掌健康保険料は、被保険者が受ける報酬を基に決められる標準報酬月額、標準賞与額に下記の  

保険料率を乗じて計算  

※保険料率（19．9現在）  

政府管掌健康保険料率 8．2％、厚生年金保険料率14．996％  

○ 保険料は事業主と被保険者が折半して負担し、事業主がまとめて社会保険事務所へ納付   



②保険料の徴収対策  

○ 厚生年金一政管健保の保険料徴収対策として、納期内納入の励行指導、滞納事業所  
に対する速やかな納付督励、滞納処分の早期着手等に取り組んでいる。  
○ 平成19年度より、各社会保険事務所■事務局ごとの行動計画を策定し、目標達成の  
ための取組を推進。  

〔参考データ〕  

①口座振替実施率の推移  平成14年度   平成15年度   平成16年度   平成17年度   平成18年度   

口座振替実施率   81．6％   81、3％   85．7％   85i5％   85．2％  

平成15年5月末   平成16年5月末   平成17年5月末   平成18年5月末   平成19年5月末   

滞納事業所致  

（単位：所）   

138，270   127，442   113，777   105，545   108，070   

②滞納事業所数の推移  

（注）各年の5月末時点において、3月以前の月分の保険料の全部又は一部を、社会保険オンラインシステム上で  
奉納となっている事某所数を集計したものである。  

平成14年度   平成15年度   平成16年度   平成17年度   平成18年度   

差押え事業所数   （2P，474）   （17，630）   （17．223ト   

（単位‥甲）  13，132   13，631   15，613  

③差押え事業所数の推移  

（注）差押えをした美事菓所数を計上。なお、16年度以前の（）は、差押えをした延べ事業所数である。   



年金の裁定及び支払業務の流れ  

年金受給権者等  

＝＝壬  
裁定請求  

約215万人  
（平成18年度）   

壬＝  
年金証書の  

送付  

※共済組合に加入  

している方の共済  

組合期間分の基礎  

年金の裁定業務等  

も社会保険庁が  
行っている。  

年金の支払   

年6回（偶数月）  
口座振替・支払案内書送付  

（注）裁定に係る審査等については、順次、各都道府県の社会保険事務局事務センターヘの集約処理化を進めているところであるが、  

社会保険事務局によっては、現時点では、審査業務等を社会保険事務所で行っている。   



年金相談体制の概要  

・年金制度  

・年金受給額  

・年金の加入期間、見込額  
・各種手続き   



年金記録問題に関する今後の対応（骨子）  

平成20年1月  

1 政府■与党とりまとめに基づく対策の着実な推進  

○ 昨年7月に政府・与党として、本年3月までを目途  
として実施することを約束したことは、   

・「5000万件の末続合記録」と「受給者3000万人・加  
入者7000万人の記録」とをコンピュータ上で突き  
合わ草をし、その結果、記録が結び付く可能性があノ  
る方々へお知らせすることであり、  
■土れは予定どおり進められている。  
（rねんきん特別便」送付件数（1月22日現在）：約73万人分送付済）   

○ この点について、以下の「お一人お一人の記録を正   
確なものとするための対応」と併せて、国民に対して、   
丁寧でわかりやすい説明を重ねるとともに、関係閣僚   
会議を原則として毎月開催し、対策を推進する。   

2 お一人お一人の記録を正確なものとするための対応  

（1）お一人お一人へのアプローチ  
確実に年金をお支払いして 

。 

要であり、「受給者3000万人・加入者7000万人」に  
送付する「ねんきん特別便」による確認を通じて、  
末続合の記録も縮減されていく。  
「今後解明を必要とする記録」（推計1975万件）  

についても、統合を着実に進めていくためには、何  
よりも国民お一人お一人にご自身の記録を確認して  

いただくことが重要であり、これにより記録の統合  
が着実に進められる。  
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① このため、「受給者3000万人・加入者7000万人」   

に送付するイねんきん特別便」について、市町村、   

経済団体、企業、労働組合等との協力・連携の下   
に、記録確認の周知徹底、相談体制の確保等を国   
を挙げて展開することを中心として、末続合記録   

の縮減を図る。  

なお、本年2月からヲ月までの間を集中キャン   
ペーン期周と位置づけ、広報や企業、市町村等の   
協力等を通じて、旧姓での履歴の申出の徹底を図   
り、記録の統合を進める 

またt、特別便の尭送状況を踏まえつつ、社会保   
険事務所等における相談体制等の充実に引き続き   

努める。電話や来訪による照会や相談において、   

より具体的な情報を提供するなどにより、より積   

極的に記憶の呼び起こしを働きかける。  
② 特別便が住所不明で戻ってきた方については、   

市町村や企業の協力による住所調査等を行い、送   

付する。また、未回答め方については、3カ月後   
を目途に順次はがきにより記録の確認をお顔いす   

る。回答をいただけない方ヒ？し†てはさらに、そ   

の3カ月後を目途に記録の確認をお願いするな   

ど、徹底した対応を図る。  

③ 訂正なしの回答については、虚先度が高いと思   
われるものについて、電話や訪問による入念的な   

照会を実施する。  

④ さらに、加入履歴のチェツケポイントを分かり   
やすく示した注意喚起の資料を新たに特別便に折   

り込む。  

（2）記緑の解′明からのアプローチ  

5000万件の末続合記録についtは、これまでの件   

業により全体像を明らかにしたところである。その   
成果を踏まえ、今後、解明を必要とする記録につい   
て、  
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① 住基ネットでの調査による特定  
② 「漢字力ナ変換記録」、「転記ミス等による不備  
記録」の補正とコンピュータ記録による調査  

等の記録の徹底解明にも早期に着手し、順次、絞り 
込みを進める。   

3 年金記録確認第三者委員会の対応  

○ 年金記録確認第三者委員会においては、あっせん事   
例集の整備等により各地方委員会の迅速な処理の推進  
を図るとともに、審議チームの約50増など一層の体   

制強化を講ずること等により、処理件数の大幅な増加   

を図り、本年3月末までに申し立てられ 
ては．、概ね1年を目途に処理を終えることとする。   

4 対策全体の進捗状況等について、関係閣僚会議等を通   

じて公表する。  

25   



平成20年1月24日  

年金記録問題に関する今後の対応   

年金記録問題については、平成19年7月5日の政府・与党とりまとめにおいて、  

本年3月までを目途に、「5千万件の末続合記録」と「受給者3000万人・加入者  
7000万人の記録」をコンピュータ上で突き合わせし、その結果、記録が結び付く  

可能性がある方々へお知らせすることをはじめ、一連の具体的な対策を掲げ、以  
後、これに沿って、昨年12月17日から「ねんきん特別便」の発送を開始するなど、  
着実に取組を進めてきた。こうした点について、関係閣僚会議の開催等を通じて、  
引き続き国民に対して、丁寧な説明を重ねていく。   
また、政府・与党においては、国民の立場に立って記録の訂正を行うための「第  

三者委員会」の設置、記録が訂正された場合に5年以上前の年金も全額支払うこ  

とを可能にする「年金時効特例法」の成立など、国民の安心を確保するための枠  
組みの整備を図ってきたところである。   

さらに、これまでの取組の結果、5千万件の末続合記録の全体像も明らかとな  
ったところであり、今後、その成果を踏まえ、以下により、「お一人お一人へのテブロ  

ーチ」及び「記録の解明からのアプローチ」の両面から記録の統合等を進めるなど」  

引き続き、政府を挙げて計画的な取組を推進する。  

1．お一人お一人へのアプローチ   

平成20年3月までの「ね～きん特別便」を契機とする第1段階と、すべての受  
給者・加入者に「ねんきん特別便］を送付する第2段階で展開する。  
特に、今後解明を必要とする記録（推計1，975万件）についても、何よりも国民  

お一人お一人にご自身の記録を確認していただくことが重要であり、これにより、  

「婚姻等により氏名を変更したと考えられる記録」、「転記ミス等による不備記録」  

をはじめ、記録の統合が着実に進められることになる。   

このため、すべての受給者・加入者に「ねんきん特別便」を送付する第2段階で  

は、市町村、経済団体、企業等との協力・連携の下に、国を挙げた体制で年金記  
録の確認等を推進し、記録の統合等を進める。  

（1）聯の「ねんきん特別便1   
● 平成20年3月までに、「5千万件の末続合記録」と「受給者3000万人・加入   

者7000万人」の記録のコンピュータ上での突き合わせ（氏名・生年月日t性別   

の3条件により実施）を行い、その結果記録が結び付く可能性のある方への「特   

別便」の送付を、確実に実施する。  

26   



（2）年受給び入着方の「んき人男」   
（1）以外のすべての年金受給者と現役加入者の方々に、「特別便」をお送りし、  
（1）と合わせて「受給者3，000万人■加入者7，000万人」のお一人お「人に記   

録を確認いただき、記録の正確性を確保するとともに、着実に末続合記録の減   

少等を図る。その際、市町村、経済団体、業種別団体、企業、労働組合等の   
協力を得て、きめ細かく記録確認の周知徹底を図る。 

（3）相談体制御夢喚起   
「特別便」の発送状況を踏まえつつ、社会保険事務所等における相談業務   
従事者を、現在の4，500人体制から、まず、①臨時相談窓口を約1，000席新   

設、②社会保険庁OB、社会保険労務士等の経験者を約1，600人配置するな   
ど、相談体制等の充実に引き続き努める。また、電話や来訪による照会や相談   

において、より具体的な情報を提供するなどにより、より積極的に記憶の呼び起   

こしを働きかける。  
さらに、加入履歴のチェックのポイントを分かりやすく示した注意喚起の資料を   
新たに「特別便」に折り込む。なお、既に発送した方についても、追加送付する。  

（4）未到達・未回答の方への対応   

「特別便」が住所不明で戻ってきた方については、市町村や企業の協力によ   

る住所調査等を行い、「特別便」を送っても未回答の方については、3カ月後を   
目途に順次はがきにより記録の確認をお願いする。回答をいただけない方につ   

いてはさらに、その3カ月後を目途に記録の確認をお願いするなど、徹底した対   

応を図る。  

（5）「訂正恥」の回答への対応   

「訂正なし」の回答については、基本的には信頼し尊重するが、内容からみて   

優先度が高いと思われるものについて、電話や訪問による入念的な照会を実   

施する。  

（6⊥旧姓での 歴の申出の促進  

今後解明を必要とする記録（推計1，975万件）の中に多く含まれると見込ま   
れてし1る「婚姻等により氏名を変更していると考えられる記録」について、着実   
に記録の統合を図るため、広報や企業、市町村等の協力により、旧姓での履歴   

の申出の徹底を図る。  
特に、本年2月から3月までの間を「旧姓履歴の申出集中キャンペーン期   
間」と位置付け、申出及び記録の統合の促進を図る。  

け上市町村、卿連環   
「特別便」の送付等に対応し、上記の記録確認の周知徹底に加え、相談体   

制の確保、内容・手続等に関する広報、記録統合申請手続の代行等について、   

市町村、経済団体、企業、社会保険労務士等との協力・連携の下に、国を挙げ   

た体制を確保し、万全を期す。  

27   



2．記録の解明からのアプローチ   

5千万件の末続合記録については、これまでの作業により全体像を明らかに  

したところであり、その成果を踏まえ、上記の「お「人お一人へのアプローチ」に  

加え、以下により、「記録の解明からのアプローチ」による解明を進め、順次絞り  

込みを進める。この取組は、可能なものから直ちに着手し、20年度に集中的・  

計画的に進める云   

① 住基ネットでの調査による「基礎年金番号を有していない生存者」及び   

「死亡者（5年以内）」の特定   

②「漢字力ナ変換記録」、「転記ミス等による不備記録」の氏名補正、これ  

に続くコンピュータ記録による調査   

③「婚姻等により氏名を変更しキと考えられる者の記録」、「既に給付に反  

映済みと考えられる記録」のコンピュータ記録による調査  など  

＊ なお、これらにより本人の特定等が困難なものについても、更に可能な限り、過去  

に勤務していた事業所や過去の住所の所属する市町村への照会を通じて、解明作  

業を継続する。  

3．その  

（1）5千万件の記録以外に、7月5日の決定に盛り込まれた厚生年金旧台帳・船   

員保険旧台帳の記録（「1，430万件」「36万件」）への対応についtは、スケジュ   

ールに従い、20年5月までを目途に、コンピュータ入力作業を行った上で、1億   

人の記録と突き合わせを行い、記録が結び付く可能性がある方へのお知らせを   

行う。  

＊「1，430万件」「36万件」とは、それぞれ、昭和29年以前に退喝した厚生年金加入  

者、昭和25年以前に退職した船員保険加入者の記録。使用頻度が低いとしてコン  

ピュータ入力されず、マイクロフィルムで管理されている。  

＊ これらの記録鱒69歳以上の方の記録であり、1億人の方の記録と結び付く割合は  

低い。  

（2）8億件超に上る紙台帳（マイクロフィルムを含む）とコンピュータ記録（基礎年   

金番号で管理されているものも含めた全体の記録）との突き合わせについては、   

実効性一効率性を考慮し、優先順位を付けて計画的に進める。  

＊ 20年度の取組  

・特例納付など複雑で特殊な記録で優先度の高い「国民年金特殊台帳」の突き合  

わせを行う  

・市町村が保管する「国民年金被保険者名簿」については、具体的な実施方法の  

検討や、実施のための準備作業を進める  

・「厚生年金被保険者名簿」については、19年度に行うサンプル調査の結果を分  

析し、優先順位や効率的な実施方法の検討を行う  
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．年金記録確認第三者委員会の事案処理の強イ  

（1）当面の審議の促進  

年金記録確認第三者委員会においては、昨年秋以来、委員を338人から5   
38人へ増員、事務局職員を468人から877人へ増員、審議チームを54チー   
ムから118チームに増やすなど体制の拡充を行ってきたところであり、さらに、   

あっせん事例集の整備等を行うことにより、各地方委員会の迅速な処理の推進   

を図り、処理件数の大幅な増加を図る。  
また、更に処理のスピードアップが必要な地域（大都市を抱える都道府県15   

カ所程度）の一層の体制の強化（審議チームを約50増）に早急に取り組む。  

（2）本年4月以降の取組み   

上記の審議促進策を踏まえ、本年3月末までに申し立てられた事案について   
は、概ね1年を目途に処理を終えることとする。  
また、本年4月以降に申し立てられる事案については、①第三者委員会送付   
前の社会保険事務所段階における処理促進、．②社会保険労務士の協力をも   
得つつ、申立てに関する相談・調査の充実、③申立件数を勘案した一層の体   
制強化等を講じることにより、迅速な処理を進める。  

5．進捗状況の公表   

これらの取組の進捗状況について、関係閣僚会議の開催等を通じて毎月公  

表するとともに、 

最後まで最大限の努力を継続する。  
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年金記録問題に対する今後の対応  

平成19年  平成20年  平成21年  

12月   1月   2月  3月  4月  5月  6月   丁月  8月  9月    10月      11月      12月    1月  2月  3月  4月  5月  

具体的な内容に応じて、本人特定・死亡等の確認、記録の払出簿照合による  
補正等を通じて、計画的に、順次絞り込みを進める。  

これに続くコンピュータ記録による調査  
し’旧  年金番号で管理されていない記掛こついての生存者及び死亡者  

えられる者の記録」、「既に紹付に反映済みと考えられる把持」の  

出簿照合による補正、これに続く②・③の調査の追加実施  
咽難なものについても、更に可能な限り過去に勤務していた幸美所  

や過去の住所の所属する市町村への照                                   ．、会を通じて、解明作美を継続する  

l  l  

コム  国民年金の 特殊台帳  
移管スケ  ユールの調  等   

ヽL  簿の移管   
市町村が保有す  紙出力  システムの整    ■ 

ー r  

の整備  突合せ  実施  

1体的な実農  

サンプル讃査の実施  （鯛壬結果の   ．●三 誓言     る国民年金の 被保険者名簿 厚生年金の 被保険者名簿等   ー  
事前準傭作 （システム醐  等）  

突合せ  実施  
－ 一  



「ねんきん特別便」の未到達・未回答者への対応の徹底について  

1「ねんきん特別便」の未到達の取扱いについて  

○ 社会保険業務センターにおいて、毎月、住所変更届の   
有無を確認し、変更届があった場合には、「ねんきん特   
別便」を再送付する。   

○ また、変更届がないものについては、社会保険事務所   
において市区町村や事業主の協力を得て住所調査を実施   

し、判明した新住所地に「ねんきん特別便」を再送付す   
る。  
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社会保険事務所  

新住所地への再送付依頼（注2）  

再送付先リスト  

住
所
リ
ス
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出
力
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送
付
 
 

変
更
届
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（注1）｛コ内については、21年3月までの間、本人に「ねんきん特別便」が送達完了するまで繰り返し実施する。  
（注2）新住所地への再送付依頼と並行して、住所変更届の提出の勧奨及び住所変更処理を実施する。   



2「ねんきん特別便」の未回答の取扱いについて  

○ 社会保険業務センターにおいて」発送から一定期間後ごとに、未回答の者をシステム上把握・整理し、   
提出勧奨はがき等による勧奨を繰り返し行う。  

〈平成19年度送付分処理フロー〉  
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年金記録問題への国を挙げての対応体制   

年金記錬問題について、「ねんきん特別便」の送付を通じた国民による確認により解消を  

図る。このために、「ねんきん特別便」が国民に着実に届けるための体制、「ねんきん特別  

便」を受け取った国民の疑問や不安に応えるための手厚い相談体制を、自治体、企業等と  

も連携し、ご協力を得ながら、国を挙げての体制で取り組む。  

1．社会保険事務所等への相談対応要員等の派遣   

「ねんきん特別便」発送に伴う国民からの相談に対し、十分な体制を構築する。このた  

め、年金事務に携わった経験のある社会保険庁0Ⅰ∋とともに、専門家である社会保険労務  

士の支援を求める。  

①社会保険事務所、年金相談センター及び巡回相談において、来訪者   

からの「ぬんきん特別便」’の記載内容、年金加入記録鱒会票により   

申請された加入記録の相談、その他一般的な年金記録に関する照会   

への対応要早の社会保険労務士会からの派遣を要請する。  

②社会保険事務所等において、社会保険庁職員を年金記録確認・調査   

に再配置したことに伴い生ずる他め業琴（医療保険の適用、保険料   

徴収等）の補完を行う臨時職員の社会保険労務士会からの派遣を要   

請する。  

〔全国社会保険労務士会  

連合会、  

都道府県社会保険労務士  

会〕  

2．巡回相談の実施   

身近な場所で年金相談を受けられるように、社会保険庁が巡回相談を充実する。その場  

として、市町村役場、商工会議所会館等を想定し、巡回相談（出張相談）をきめ細かく行  

う。  
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3．年金記録問題についての一般的な相談実施   

「ねんきん特別便」を受け取った国民に対し、特別便が送られている趣旨、「ねんきん特  

別便」に記載されている内容の解説、漏れている記録の申請手続等について、国民の身近  

な場所でも情報提供を受けることができるようにする。   

高齢者や障害者等については、福祉関係団体を通じて、本人又はその家族に対する情報  

提供を行う。  

事業所、市町村又は福祉団体等が、国民に情報提供をするために必要な情報は、社会保  

険庁が説明会を開催し、提供する。  

4．ねんきん特別便の送達等   

国民一人一人の年金記録を着実に確認するために、「ねんきん特別便」が国民にできる限  

り確実に届くような体制を構築する。また、事業所及び市町村の協力を得て、宛先不明で  

返送されてきた「ねんきん特別便」も送付対象者に着実にお届けするための最大限の努力  

をする。  

ヨにより「ねんきん特別便」が返送されてきた場合において、   〔日本経済団体連合会、日   

者の琴住所を、従業員情報（経済団体の場合）又は住民情  本商工会議所、全国商工会   

柑の場合）により確認する。   連合会、共済所管省・共済   

巨者に送付する「ねんきん特別便」のうち、被用者年金被保  組合等〕   

ついて、事業所経由で送付する。【20年．6月から】   

より姓名が替わったのにも関わらず、年金記録上の氏名が  〔日本経済団体連合会、目   

まとなっている従業員・国民への働き掛けを集中的に行う。  本商工会議所、全国商工会   

i月を申出集中期間とする。）   連合会、全市町村〕   

㌢に対1し、介護保険料の納入通知送付の機会に、年金記録確  〔市町村〕   

喚起を併せて行う。【20年6月目途】   

（D宛先不明  

送付対象者  

（市町不  報  

②全被保険  

険者分につ  

③結婚等に   

旧姓のま  

（2月～3  

④無年金者  

／認の注意   
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5．記録照会・統合の手続き   

全員通知の「ねんきん特別便」．の発送に伴い、国民から申請される記録の漏れ等につい  

ては、事業所等を経由することにより、国民の利便性を高めるとともに、効率化を図る。   

また、ITの専門家を社会保険庁に集め、今後解明すべき記録の解析及びそれに必要な  

システム開発を行う。  

①全被保険者に送付する「ねんきん特別便」のうち、被用者年金被保  〔日本経済団体連合会、日   

険者分につい七、記録統合申請を事業所ギとに一括し、由請の代行  本商工会議所、全国商工会   

を行う。【20年6月から】   連合会〕   

②「ねんきん特別便」が送られた年金受給者について、希望者の「年  ・〔均力をいただける市町  

金加入記録顔会票」を、その者に代わり一括して社会保険事務所た  村〕   

提出すろ。   

③認知症の年金筆給者に係る年金記録の確認・手続等につき、入所・  〔全国老人福祉施設協議   

入居している埠疲を通じて家族や後見人に情報を提供する。   会、日本盲人連合会等福祉   

由視覚療育者の方への．「ねんきん特別働の音声や点字による周知や  関係団体〕   

広報を行う。   

⑤．今後解明すべき記藤に係る解析システムの開発及び解析に関し、Ⅰ  〔日本経済団体連合会〕   
Tの専門家を社章保険庁に派遣する。   

⑥社会保堺庁に派遣するITの専門家の由強を要請する。   

6．広報・情報提供   

国民に、正しい情報を適正に伝える。  

O「ねんきん特別便」の趣旨、見方、手続等について、広報資料を共   

同′して作成する。  

〔市町村〕  
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「5000万件」の名寄せ及び「ねんきん特別便」送付の進捗状況（2月18日現在）社会保険庁  

O「5000万件」の末続合記録と1憶人の年金受給卦現役加入者の記録のコンピュータ上での突合せ（名寄せ）を3月上旬までに、  
その結果記録が結び付く可能性がある方々への「ねんきん特別便」の発送を3月末までに、それぞれ終えられる見込みが立ったところ0  
03月までの「ねんきん特別便」によってもなお統合できずに残る記録については、4月以降も、  
①5月までに全ての受給者に、10月までに全ての現役加入者に「ねんきん特別便」をお送ル、国民お一人お一人に記録をご確認いただく  
②これと並行して、記録の内容に応じた調査■照会等の対策を講じる  

ことにより、記録の統合を粘り強く進めていく。  

04月から発送するすべての年金受給者への「ねんきん特別便」については、プログラム開発がほぼ終〒したところ0  

（注）発送対象者数は、現時点での見込み値である。   



「ねんきん特別便」の状況（平成20年2月19日現在）  

発送  回答  対策   

発送日   年金受給者   現役加入者  奉到達1月7日時点 2千人強の．5％）  毎月住転変更届の有無を確認し、変更届があれば再送軋なければ市   
→2．月19日現在 7千人強（0．4％）   町村や事業主ゐ協力を纏て任所調査を行い、判明した新住所地に送仇  

19年  華甲答  

12月17日   約30万人  1月7日時点約32万人（65．7％）  発送から3か月後及び6か月後を目途に順次、はがきによる記録の確   

25，26日  約・18万人  認のお願いを実施。さらに回竿のない方にIま訪問等を実施。  
2・月19日現在紆9・7万人（57．醜）  

20年  

1月9日  
訂正あり  

約12万人  

16日  約13万人  

23，24日 鱒30万人  
1月7日時点  

約2万人（4．爛）  
30日  約5万人  

再裁定等の手続を行う。  

2月6日  約20万人  

13日  
2月1針日現在 

約亜万人  
答  

約1て万人（10．3％）   

計約168万人  ・封筒に、十分な確認を促すための注意喚起を付記。（1月16日より）  

1月て月時点  ・ご本人の記録である可能性が高いと考えられるもの（既に基礎年金番  

約16万人  号で管理されている記録と今般の名寄せで該当した記録に期間の重  

（33．8％）  複がなく、 

2月加自  
訂正なし  場合等）にづいて、電話や訪問による入念的な照会を実施。（1月2 

2了日  
2月19日現在  5日より）  

約70万人  1月7日時点  ・電話や来訪による照会や相談において、より具体的な情報を提供する 

約・40万人 約24万人  

（41．了％）   約14万人（29．爛）   などによ■り、より積極的に記憶の呼び起こしを働きかける。（1月3  

ト   1日より）  

2月1▲9日現在   ・加入履歴めチ土ツクのポイントを分かりやすく示した注意喚起の資料  

約53万人印．4％）   を追加送付。（2月6日より）  
・2月6日前に送付した方に対して、注意喚起の資料を含め、「ねんき  
ん特別便」一を再送し、必ず相談・確認■回答いただくことを徹底。（3  
月下旬）  



年金記録の統合等に係る作業の主な進捗状況（ポイント）  

《平成20年2月15日現在》  

0「5000万件」の記録と1偉人の記録とのコンピュータ上での突合せを順次実施中。  

0 平成19年12月17日から、第1次名寄せの結果記録が結びつく可能性がある年金   

受給者へ、「ねんきん特別便」を順次送付中。これまでに約168万人の方へ送付済。  

→ 平成20年3月末までに、名寄せの結果記録が結びつく可能性がある年金受給者及  

び現役加入者に順次送付する予定。  

（注）名寄せの内容  

第1次名寄せは、氏名・性別・生年月日の3項目で名寄せを実施した上で、基  

礎年金番号で管理されている年金加入記録と期間重複チェックを行うもの。  

第2次名寄せは、上記3項目の一部について条件を緩和し、名寄せ等を実施す  

るもの。  

○来訪相談、巡回相談及び電話相談を強化。  

・相談件数の増加に合わせて、市町村や商工会議所、商工会等で行う巡回相談を強化。  

・「ねんきん特別便」専用ダイヤルを拡充。  

700席（平成20年1月21日）→1000席（平成20年2月12日）→ 最大1300席  

○広報  

・社会保険庁のHPに「ねんきん特別便」のコーナーを開設（平成19年12月14日）。  

・「ねんきん特別便」の送付に合わせ、趣旨、加入記録の確認方法や、記録訂正の手   

続等について二新聞、丁∨、ラジオ、HPを中心として周知広報を実施、（平成19年   

12月～。例：新聞折込広告（平成19年12月17日））。   

→ 市町村、経済団体、企業、社会保険労務士等との協力・連携の下に、国を挙げて、記   

録確認の周知徹底、ねんきん特別便の内容・手続等に関する広報、相談体制の確保等に   

取り組む。  

○ 被保険者台帳等の社会保険事務所におlナる保管状況、市町村の国民年金被保険者名   
簿の保管状況等を把握、公表（平成19年8月23日、9月10日）。  

○ 記録の突合せ   

■ 厚生年金被保険者名簿等のサンプル調査を実施中（平成20年1月17日～）。   

→ 来年度以降、厚生年金被保険者名簿等のサンプル調査の結果の分析等を行う。   
→ 国民年金の特殊台帳等の記録の突合せについて、具体的な実施方法等を検討。  
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○お客様の視点に立ったサービスの品質向上を図るうえで、お客様が各種のサービスを   
受けるまでに要する期間をその内容に応じて予め明確にし、サービスに対するお客様   
の安心感や信頼感を醸成することが重要であると考えています。  

○このため、平成17年度より各種サービスについて、お客様が申請（請求）されてか   
ら決定通知書等が届く、までの期間についての必達目標として「サービススタンダード」   
を設定し、それをお客様に情報提供することにより、サービス水準の向上を図ること   
としたものです。  

○サービススタンダードは、全てのサービスのうち、医療保険の現金給付や年金保険の   
給付といった、お客様から迅速に実施することが特に求められ、問い合わせなどが多   

いサービスについて所要日数を定めたものです。   



給 付 種 別   所 要  白  数   

傷病手当金   

出産手当金   

出産育児一時金   

家族出産声児一時金   
3週間以内  

埋葬料（費）   

家族埋葬料   

（所要日数…請求書を受理してから、支給決定通知書が請求者に届くまでの日数。）  

紛 付 所  要  白  数   

老齢基礎年金  

老齢厚生年金   2か月以内  

遺族基礎年金   （加入状況の再確認を要しない場合1か月以内）   

遺族厚生年金   

障害基礎年金   3か月以内   

障害厚生年金   鋤＼月半以内   

（所要日数…裁定請求書を受理してから、年金証書が請求者に届くまでの日数。）  



健康保険給付にかかる平成18年度のサービススタンダードの達成状況を見ると、概ね90％以  

上の達成率となっており、サービススタンダードの遵守が定着してきているものと思われます。  

給 付 種 別   決定件数   達成率   平均所要日数   

傷病手当金   823．846件   92．4％   18．0 日   

出産手当金   127，986件   90．声％   18．0 日   

出産育児一時金   123，041件   96．9％   16．4 日   

家族出産育児一時金   256，750件   96．9％   16．3 日   

埋葬料く費）   35，614件   88．8％   17．9 日   

家族埋葬料   80，236件  9、2．2％   17．2 日   

達成率が比較的低い給付項目については、書類不備等による請求者への返戻に日数を要していることが  

影響していることから、請求者に対する事前の周知・広報の充実等、不備返戻書類の発生防止のための  
対策を徹底させることにより、引き続き改善を図ることとしています。   



年金給付関係については、平成18年度からは加入状況の再確認を要する場合（2か月以内（注））と要し  
ない場合（1か月以内・）に分けて、サービススタンダ」ド達成率及び平均所要日数を集計してます。  

加入状況の再確認を要する場合の達成率は、障害厚生年金を除き、全般的に88％以上の達成率となって  
おり、サービススタンダードの遵守が定着してきているものと思われます。  

一方で、加入状況の再確認を要しない場合の達成率は、40％から70％弱と比較的低くなっています。   

達成率  平均所要日数  

給付種別   決定件数、         加入状況の再確．・  加入状況の再確  ・■加入状況め再確  加入状況の再確  
認を要するもの  認を重しないもの  認を要するも申   認を要しないもの   

老齢基礎年金 †52，191件   94．7％   61．0％   9日   31J2日 

老齢厚生年金  1加2，440件   93J2％   59．1％   41．1日   32．0日   

遺族基礎年金   3，79卑件   88．7％   42．9％   46．d日   35．8日   

遺族厚生年金   254．243件   90．0％   69．1％   42．5日   29．9日   

障害基礎年金   51，186件   89．8％ 62．3日  

障害厚生年金 22，038件   75．7％  91．4日  

1
リ
 
 
 

注）  

障害基礎年金」は3か月以内、  
障害厚生年金」は3か月半以内  

「障害厚生年金」の達成率が比較的低いことについては、障害厚生年金における障害の程度の認定が、障害基礎年金に  

おける障害の程度の認定に比べ複雑になっていることに加え、請求の際の添付書類などの不備により、決定までに時間  

を要していることが影響しているものと考えられます。  
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○各種申請書類の見直し、年金裁定の処理日数の短縮、事務処理の標準化の推進、社会保   
険オンラインシステムの刷新などを順次実施するとともに、事務処理サイクルを見直す   
など、サービス提供までの所要日数の短縮を図っていくこととしています。   
なお、障害基礎年金の所要日数については、平成18年度より「3か月半以内」から   
「3か月以内」に短縮しています。  

○今後、有効な取組事例を全国共通の事務処理として標準化するなど、達成率向上へ向け   

た方策を検討することとしています。  

○達成率の低い給付項目や社会保険事務所等については、個別にその原因を把握一分析し   

たうえで、その対策を徹底させることにより、改善を図ることとしています。  
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特置健康診査及び特定保健指導の実施について   

平成20年4月から「高齢者の医療の確保に関する法律」の施行に伴い、内臓脂  

肪症候群（メタポリツクシンドローヰ）に着目した、特定健康診査及び特定保健指  

導の実施が医療保険者に義務化される。国の基本方針（案）においては、平成24  

年度に特定健康診査実施率70％特定保健指導実施率45％を達成するよう定めら  

れているところである。  

1．特定健康診査の実施等について  

ア．被保険者に対する健診  

現行と同様に健診機関と一般健診等について個別契約し、事業所を通  

じた受診勧奨及び健診申込み受付等の事務処理を実施する方式を予定。  

イ．被扶養者に対する健診  

40歳以上74歳までの被扶養者を対象とした特定健康診査を「集合  

l契約」により臭施する。なお、受診勧奨友び受診券発行申請受付等の事  

務処理は事業所を通じた実施を亭定。  

（※健診項目は別紙参照）  

2．特定保健指導の実施等について  

ア．被保険者に対する特定保健指導  

被保険者に対する特定保健指導については、保健師が事業所に直接訪  

問し、原則として個別指車中心の特定保健指導を実施する。  

イ．被扶養者に対する特定保健指導  

被扶養者の特定保健指導は、′特定健康診査結果に基づく階層化を行しi、  

特定保健指導が必要とされた被扶養者の住所地（特定健康診査の際に取  

得）に「利用券」を直接交付し実施する。  

3．社会保険事務局における取り組みについて  

ア．集合契約について  

4月からの被扶養者の特定健診等を円滑に実施するためには、市町村  

（国保）の健診契約の進捗状況を的確に把握し、集合契約の締結に向け  

て他保険者と共同した作成作業を早急に進める。  

イ．新たな健診事務等の実施に向けての主な留意点について  

○ 生活習慣病予防健診については、例年どおり健診実施機関との契約準  

備を進める。  

○ 被保険者に対する保健指導については、10月からは全国健康保険協  

46   



会へ移行し、引き続き実施することも踏まえ、周知・広報等、保健指導   

事業の実施に係る財団支部との連携強化を図る。  

○ 事業主健診の特定健康診査結果の取得については、情報提供に係る事   

業主への周知や個人情報保護法上の本人同意等について健診機関等への   

協力を求める。  

○ 労働安全衛生法に塞づく事業主健診結果は、特定鹿康診査として保険   

者が受け取ることにより、被保険者の実施率に含めることができるが、   

その取得方法については、現行生活習慣病予防健診の実施機関を中心と   

した事業主健診実施機関との間の情報提供に係る契約により実施する方   

法を主とする。  
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平成20年4月からの政管健保生活習慣病予防健診検査項目対比表   

・特定健診の検査項目については、「標準的な健診・保健指導プログラム（確定版）（平成19年4月）」による。 （H20．l．30）  
－－／〔→ 

嘩健曙 烏夢■‘ニラき‡…三菱蓬≡ 
フごゝ 件定健診   

振 
磨拗鎧康彦醗 

質 問（画 診）  0  ○   0  

診  計  身長   ○  ○   ●1  

体重   ○  0   0  

淵  肥満度・標重体重   O ○   0  

察  腹因   0  ○   ■※  

視 力  ○  0  

聴 力  ○  0  

等  胸部聴診・腹部触診  ○  ○   （⊃  

血圧（座位■）  ○  0   0   

脂  総コレステロール定量  ○  

中性脂肪  ○  0   ■  

貫  HDL一コレステロール  ○  ○   ■  

LDL一コレステロール  0  0  ■   

GOT  ○  0   

肝  GPT  0  0   ■  

γ－GTP  ○  0   ■  

ALP  ○  

機  総蛋白  （⊃  

アルブミン  ○  

総ビリルビン  O 
能  LDH  ○  

アミラーゼ  ○  

代  空腹時血糖  ○  ■l   ■  

謝  尿 鵬   半定量   0  0   ○  

系 血清尿酸  ○  

ヘモグロビンAIC  ■l  ■1  ■1   

血  ヘマトクリット値  0  亡】  

液 血色素測定  ○  ロ   ■  

赤血疎放  ○  ［］   ll  

般 白血球数  0  
血小板・血液廠  ○  

尿  尿蛋白   半定量   ○  0   0  
潜 血  ○  

腎鱒能                            尿沈達  （⊃  

血清クレアチニン  0  

呼 肺活量  0  

吸  1秒量■1秒率  0  

心機能  12誘導心電図  0  ロ   

肺   胸部X線  0  0  

喀痍細胞診  ロ  

胃   胃部X線  0  

胃内視鏡  ロ  

大 直腸検査  ロ  

勝■  免疫学的便潜車検査  0  

眼底検査  ロ   ○   ロ  

腹部超音波  0  

（参 考）  

H8s抗原  ●  

日CV抗体  ●  （参考）の検査項月  

子宮頸がん（スメア方式）  △  
については、労働安  
全衛生法に基づく定  
期七井診断等の項  
日の改正についで  

△  一平成20年4月1  
日施行～パンフレツ  

歯周疾患健診  △  トによる。  

骨組鰹症健診  

注．検査項目のうち、太枠の項目については、平成19年度と比較し、追加（必須と選択）になった検査項目である。  

0… 必須項目  

△… 受診者の希望に基づき選択的に実施する項目  

ロト・医師の判断に基づき選択的に実施する項目  

●・・・35歳以上の者（過去に当該検査を受けたことがない者）  

●卜・20歳以上の者については、医師の判断に基づき選択的に実施する項目  

■・・・35歳及び40歳以上の者については必須項目、40歳末溝の者（35歳を除く）については医師の判断に基づき選択的に実施する項目  
※… ■に加えて、①妊娠中の女性その他の看であって、その腹囲が内膳脂肪の蓄積を反映していないと判断されたもの、②BMIが20未満である者、  
③BMIが22未満で、自ら腹囲を測定し、その値を申告した看は、医師の判断に基づき選択的に実施する項目  

■l…血糖検査については、ヘモグロビンAIcで代替可  
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厚生労働省発政第0228001号  

平成19年2月 2 8 日  

社会保険庁長官 殿  
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 厚生労働大   

平成19年度において社会保険庁が達成すべき目標について  

中央省庁等改革基本法（平成10年法律第103号）第16条第6項第2号の  

規定に基づき、平成19年度において社会保険庁が達成すべき目標について別添  

のとおり定めたので、通知する。   



（別添）  

覇好J9∠貧者において社会深慮働j二達成すべき風炉   

平成19年度において、社会保険庁長官に権限を委任した事務に係る社会保険庁が達成すべき目標については、以下のとおりとする。   
また、厚生労働大臣が主宰する「社会保険新組織の実現に向けた有識者会議」において平成17年9月に取りまとめた「業務改革プログラム」に基づく業務改革を推  
進するとともに、平成18年3月に取りまとめた「社会保険業務の業務・システム最適化計画」に基づいて、業務・システムの改革を進めるものとする。   
なお、平成19年度においては、とりわけ国民年金保険料の納付率の向上対策を最優先の課題として、重点的に取り組むとともに、いわゆる団塊の世代の大量退職に  
伴い、年金相談等の業務の増加が見込まれることから、これに対する的確な対応に努めることとする。  

ー1－   



達成すべき目標   参考指標  

・資格喪失被保険者数  
（平成17年度実績）厚生年金保険： 6，375，211人   

政府管掌健康保険： 4，478，890人   
船員保険 29，119人  

ー●■■■■－■－－●■■■■■■－－－－－■－－－－－－－－－■■－－－－－－－－－－－▼－■－■－－－－－－－－－－－t一■■■■■■■■■■■■■－  

・被扶養者数  
（平成17年度実績）府保 16・  

■■■■■■■■■■－●■■■■■■－■■●■－－－一一－－→－－●－－－t一－－－－－－－－●－－－－－－－－－，■－■●■■■■■■■■－■■■■－  

● 

（） 
：；   

船員保険： 4，099事業所   

（2）国民年金の被保険者種別変更等の適正な届出の促進や、職権による適用により、  ・各種届出の届出遅れに係る勧奨状送付件数  
国民年金の適用の適正化を図る。   （平成17年度実績）  3，805，310件  

■■－■■■－■■●■■■■●■－■■－－－t－－－－－■－■■－t－－－－－－一一一一－－－－－－－－－－←－－■●■■■■■－■■■一－■■■■■■■■－■－－■  

（数値目標）  ・20歳到達者（住民基本台帳ネットワークにより把握したもの）の適用  
○届出遅れに係る勧奨状の送付対象者数：前年度を下回る  

（成17年度実績） 1。。％  

・第1号被保険者数  
（平成17年度実績） 21，903，485人  

■－－－■－■■■■■一一t－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－t－－－－一一■■■■■■■■■■■■■■●■－■■■－■●■■  

・第1号資格取得者数  
（平成17年度実績） 5，083，885人  

■■－■－■■■－■－■■一■－■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－■■－■－■■●■■－■■■■■一－－】－■●■■■  

・第1号資格喪失者数  
（平成17年度実績） 5，337，704人   

（3）基礎年金番号により被保険者記録を正確に管理する。   ● 

（  
1，63。，971件  

■－■－■■■■■■■■－■－■－－－－－－－■■■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－■－－－t－－－－■一l■■■■■■■■■■■■●■■■  

・年金手帳記号番号回答票数（社会保険業務センター受付分）  
（平成17年度実績）   580，024件   

－ 2 －   



達成すべき目標   参考指標   

2 頻度揮筈α≠紳事務■に膠す各夢厨   

・差押え事業所数  （1）厚生年金保険事業・政府管掌健康保険事業・船員保険事業の保険料等の確実な   
納入を促進するとともに、社会保険料等を滞納する事業主（船員保険は船舶所有  （平成17年度実績）  13，631件   
者）に対する納付の督促及び滞納処分を確実に実施する。   

・保険料収納率  

（数値目標）   
○保険料収納率注）   

（平成17年度実績）厚生年金保険：98．5％  
政府管掌健康保険：97．9％   

厚生年金保険：98．5％以上で、かつ、前年度と同等の実績を確保  船員保険：92．1％  
政府管掌健康保険：97．9％以上で、かつ、前年度と同等の実績を確保   
船 員 保 険：92．1％以上で、かつ、前年度と同等の実績を確保   ・口座振替実施率  

○口座振替実施率   （平成17年度実績）厚生年金保険：84．2％   
厚生年金保険：84％以上   政府管掌健康保険：85．5％   
政府管掌健康保険：85％以上   船 員 保 険：56．4％   
船 員 保 険：57％以上   

注）上記の保険料収納率は、現年度分保険料調停額及び過年度分保険料調停（繰越）額   
の合計額に対する当年度の収納額の割合   

（2）国民年金保険料について、納めやすい環境づくり、効果的・効率的な納付督励の展  ・保険料納付率   
j－7∴－壬‰ ……－－－－－－……－－－－－＝－－－－－－－…   開、強制徴収の厳正な執行、免除・猶予制度の利用促進等により、納付片数の増加と  －こ（譜拶  未納者数の減少を図る。   

こ 

に努める。  
平成19年度においては、現年度分保険料の納付率が80％に達するよう最大限努  －（諦姦話寮芸濃L－…－…………－－…－－4－Q∴一2鬼…………   
なお、納付率向上の取組に関する評価について、次の点の検討を進め、考え方を明  ー： 
らかにする。   

（藷潤一－－…－－－－－－－…息ふ‥7－7－4方性……－…＝  
－こ儲露締豪績L…一－…－－－……‥盈一且2－ヨガ性…－－……－   

① 未納者の具体的状況や属性（所得、未納期間、住所の有無、納付意向（拒否の有   
無）など）を明らかにし、実施機関として保険料徴収に取り組む対象範囲を明確に  ーニ（……＝－………ふ－4一喜一弓万政一………－－   
した上で、未納者の属性に応じて実現すべき納付者数、免除者数等の目安を設定す   
ることについて検討する。   

こ ー（酪あ諦騒乱－…－…－－………壬－7－Z」－－4－4－紘一∴－……‥   
での状況を整理し、これらの条件を織り込んだ納付率を明らかにした上で、目指す  ‥（平成ま●7」観象真猿）＿…………＿＿＿＿‥＿＿＿3＿6．‖3＿9＿弓件…………＿   
べき目標の在り方を検討する。   ・コンビニ収納件数  

－：儲越生皮組）－－－…－－…－…－－－－……一専一弓－9万性……－…‥  
（平成17年度実績）法定免除：1，126，166件   

申請全額免除：2，155，879件   

申請半額免除： 
532，984件  

－こ一食－－－－－－一息ふ且喜一萱J‥Q－2一組－－…－－－－…  
号柵  

一二一－……－－…一主」－－7一与－Q」＝3－7一組…一－－－……  

ーこ（生度泉観L－…‥………‥－3－4－Q」＝萱－2朋∴…………  

（平成17年度実績） 580，160件   
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達成すべき目標   参考指標   

β ∠第魔窟付事務／ごノ野する享有   

・内容点検件数（過誤調整確定分）  （1）政府管掌健康保険事業・船員保険事業におけるレセプト情報管理システムを活   
用した効率的なレセプト点検調査の実施及び被保険者等に対する適切な受診指導  （平成17年度実績）政府管掌健康保険：  1，222，405件   
等を行うことにより、医療費の適正化を推進する。   船員保険  4，901件   

（数値目標）   ・レセプト点検効果額（資格点検を除く）   

○被保険者1人当たりレセプト点検効果額（資格点検を除く）   （平成17年度実績）政府管掌健康保険：内容点検15，424百万円   
政府管掌健康保険：内容点検  806円以上   外傷点検 8，876百万円   

外傷点検  464円以上   船 員 保 険：内容点検  77百万円   
船 員 保 険：内容点検1，173円以上  外傷点検 57百万円  

外傷点検  868円以上   

・被保険者1人当たりレセプト点検効果額（資格点検を除く）  
（平成17年度実績）政府管掌健康保険：内容点検 806円  

外傷点検 464円   

船員保険：内容点検1，173円  
外傷点検 868円  

（2）政府管掌健康保険事業・船員保険事業における傷病手当金等の現金給付の迅速  ・現金給付費   
な決定及び適正な支給に努める。   （平成17年度実績）政府管掌健康保険： 

船員保険：  

・請求書を受け付けてから、給付金が決定され、支給決定通知書が届くま   
での平均所要日数及び達成率   

（平成17年度実績）  

－ 4 －   



達成すべき目標   参考指標  

（3）年金給付の迅速な決定及び適正な支給に努める。   ・年金給付費  

（平成17年度実績）厚生年金：21兆9，863億円  
（数値目標）   基礎年金：12兆6，386億円  
○請求書を受け付けてから、年金が裁定され、年金証書が届くまでの所要日数の目標（サ   国民年金    1兆9，527億円   
ービススタンダード）について、請求者に対する不備返戻、医師照会、実地調査及び   老齢福祉年金：  165億円   
、ゝ の口、こ  」   ′、いこ戸  、′での、 ユ10000の  、、                               ○  
老齢基礎・老齢厚生年金：2か月以内（加入状況の再確認を要しない方は、1か月以  ・年金受給権者数   

内）   （平成17年度実績）厚生年金  ：25，109，878人   
遺族基礎・遺族厚生年金：2か月以内（加入状況の再確認を要しない方は、1か月以   基礎年金（国民年金）：24，393，056人   

内）   船員保険（新法）  2，127人   
障害基礎年金：3か月以内  
障害厚生年金：3か月半以内   ・請求書を受け付けてから、年金が裁定され、年金証書が届くまでの平均  

所要日数及び達成率  
（平成17年度実績）  

・新規裁定者あてパンフレット送付件数  
（平成17年度実績） 1，901，587部   

－ 5 －   



達成すべき目標   参考指標   

4 床J啓睾業及び凝視銀章芽に膠する享有   

（1）社会保険事業に係る保健事業は、適切かつ効率的に実施する。特に、政府管掌   
健康保険事業‘船員保険事業において、平成20年4月からの「高齢者の医療の   
確保に関する法律」の施行による特定健診・特定保健指導の義務化を見据えて、   
・健診実施割合（40歳以上の被保険者）        生活習慣病予防健診事業を効果的に実施するとともに、それに基づく事後指導等   
の事業を適切かつ効率的に実施する。   （平成17年度実績）政府管掌健康保険：29．3％  

船員保険：32．3％  
（数値目標）   

○健診実施割合   ・事後指導実施割合  

政府管掌健康保険：34％以上（40歳以上の被保険者）   （平成17年度実績）  35．3％   
船 員 保 険：39％以上（40歳以上の被保険者）   

○事後指導：実施者数が前年度の実績を上回る   

（2）社会保険事業に係る保健・福祉施設事業は、各保健・福祉施設の見直しの方針  
に基づき、着実に整理合理化を実施する。   

－ 6 －   



達成すべき目標   参考指標   

∂／灯影、屠蘇公風 解筈／ごノ野する享有   

（1）社会保険事業に関する効果的な広報を行うとともに、年金教育の拡充を図る。   ・ホームページアクセス数  
（平成17年度実績）  6，093万件  

（数値目標）   

○生徒に対する年金セミナーの実施率：全中学・高校数の35％以上   ・生徒に対する年金セミナーの実施率  
（平成17年度実績）  28．7％   

（2）被保険者、受給権者等の利用しやすい年金相談体制を充実するとともに、年金  ・年金相談者数（来訪相談者数）   
個人情報の埠供の充実を図る。   （平成17年度実績） 7，444千人  

・被保険者記録の事前通知件数  
（平成17年度実績） 1，771千件  

・35歳到達者への通知件数  
（平成18年度から実施）  

・インターネットによる年金見込額試算照会の受付件数  
（平成17年度実績） 80千件  

・年金加入状況の通知件数  
（平成17年度実績） 12，019千件   

（3）個人情報保護の重要性についての認識が徹底された職場を実現するとともに、   ・レセプト開示件数   

国民に対する適切な情報公開を行う。   （平成17年度実績） 5，879件  

・研修参加人数  

（平成17年度実績） 28，352人  

・情報公開法に基づく開示請求件数  
（平成17年度実績）本庁分： 55件   

地方分： 3，989件   

－⑦－   



資料4－2  

平成20年度において社会保険庁が達成すべき目標（案）   

平成20年度において、社会保険庁長官に権限を委任した事務に係る社会保険庁が達成すべき目標については、以下のとおりとする。   

年金記録問題により社会保険庁のこれまでの業務に対する国民の信頼が損なわれている状況に対し、「年金記録に対する信頼の回復と新  

たな年金記録管理体制の確立について」（平成19年7月）、「年金記録問題に関する今後の対応」（平成20年1月）モ等に基づく取組を着実  

に実施するとともに、「年金記録問題検証委員会報告書」（平成19年10月）等の指摘も踏まえ、業務の管理・運営に係る様々な改革を推  

進し、国民の信頼に足るシステムを再構築していく必要がある。   

また、社会保険庁においては、  

①「業務改革プログラム」による改革の着実な実施、  

②平成20年10月の全国健康保険協会の設立に伴う健康保険事業の円滑かつ着実な移行、  

③平成22年1月の日本年金機構の設立に向けた、組織、業務の運営を円滑に行うための所要の準備  

を進める必要がある。   

少子高齢化が一段と進む中、国民生活の安定を保障する社会保険を担う組織として、国民に真に信頼される組織に再生していくために、  

年金記録問題の解決と新組織への移行に向けた社会保険庁の改革に全力を挙げて取り組むことが、年金制度に対する国民の信頼を回復する  

ために必要不可欠である。  

達成すべき目標   参考指標（平成18年度実績）   

1 適用事務に関する事項   ・第1号被保険者数  21，230，496人   

（1）国民年金の被保険者種別変更等の適正な届出の促進や、職権による適用により、  ・第1号資格取得者数  5，328，917人  

国民年金の適用の適正化を図る。   
・第1号資格喪失者数  5，999，645人  

（2）厚生年金保険事業・改府管掌健康保険事業・船員保険事業の未適用事業所（船  ・訪問勧奨実施事業所数   
員保険は船舶所有者）の適用を促進するとともに、適用事業所からの被保険者資   厚生年金・政府管掌健康保険   28，961事業所  
格の得喪、被扶養者、標準報酬月額、標準賞与額等に係る適正な届出の促進、適   

正な事務処理の徹底を図る。   ・重点加入指導実施事業所数  
厚生年金・政府管掌健康保険   6，786事業所  

○重点加入指導実施事業所数：前年度を上回る   

ー1－   
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達成すべき目標   参考指標   

2 保険料等収納事務に関する事項   ・催告状発行件数  1，863万件   

（1）国民年金保険料について、納めやすい環境づくり、効果的・効率的な納付督励の展  545万件  
開、強制徴収の厳正な執行、免除・猶予制度の利用促進等により、納付月数の増加と   
未納者数の減少を図る。  ・戸別訪問件数 1，627万件  

・最終催告状発送件数310，551件  
料の最終的な納付率を上回るよう努める。  

・保険料納付月数 12，396万月  
進め、平成20年度中に考え方を明らかにする。  

・保険料納付対象月数 18，701万月  
無）など）を明らかにし、実施機関として保険料徴収に取り組む対象範囲を明確に  

・免除件数  3，204，829件  
ることについて引き続き検討する。   

・若年者納付猶予件数 373，156件  
での状況を整理し、これらの条件を織り込んだ納付率を明らかにした上で、目指す   

べき目標の在り方を引き続き検討する。   ・学生納付特例件数 1，702，861件  
一■■－■－－－－－－－－■－－－一一－－－－－一■一一－－－－－－－－－－－一－－－－－－－●－－－－－■－－－－－－－－－－－－，■一一－－－－－－－－一■－  

・督促状送付件数 100，890件  

・コンビニ収納件数  749万件  

・追納件数  615∴003件  

（2）厚生年金保険事業・改府管掌健康保険事業・船員保険事業の保険料等の確実な  15，613件  
納入を促進するとともに、社会保険料等を滞納する事業主（船員保険は船舶所有   
者）に対する納付の督促及び滞納処分を確実に実施する。   ・滞納事業所数  108，070件  

○保険料収納率注）  ・労働保険との共通調査事業所数 1，452件  
厚生年金保険：98％以上で、かつ、前年度と同等の実績を確保  
政府管掌健康保険：98％以上で、かつ、前年度と同等の実績を確保  ・労働保険との共通滞納事業所選定数  3，193件  
船員保険：92％以上で、かつ、前年度と同等の実績を確保  
○口座振替実施率   ・保険料収納率 厚生年金保険： 98．7％   
厚生年金保険：84％以上   政府管掌健康保険： 98．0％   
政府管掌健康保険：85％以上   船員保険： 92．6％  
船員 保 険：57％以上  
注）上記の保険料収納率は、現年度分保険料調定額及び過年度分保険料調定（繰越）額  ・口座振替実施率  厚生年金保険：  84．0％  
の合計額に対する当年度の収納額の割合   政府管掌健康保険：  85．2％  

船員保険：  56．4％  
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達成すべき目標   参考指標   

3 保険給付事務に関する事項   ・新規裁定者あてパンフレッ 2，048，781部   

（1）年金給付の迅速な決定及び適正な支給に努める。   ・年金給付費  基礎年金（国民年金）：15兆3，058億円  

厚生年金  22兆2，541億円  
○ 請求書を受け付けてから、年金が裁定され、年金証書が届くまでの所要日数の目標   

・年金受給権者数 基礎年金（国民年金）：25，419，830人  
及び市町村からの回付に要した日数を除いた所要日数での達成率100％の実現を図る。   厚生年金  ：26，155，333人   

老齢基礎・老齢厚生年金：2か月以内   船員保険（新法）  2，172人   

（加入状況の再確認を要しない方は、1か月以内）  

遺族基礎・遺族厚生年金：2か月以内   ・新規裁定受給権者数基礎年金（国民年金）：  475，151人  
（加入状況の再確認を要しない方は、1か月以内）   厚生年金  1，673，250人   

障害基礎年金：3か月以内   船員保険（新法）  82人   

障害厚生年金：3か月半以内   

（2）政府管掌健康保険事業・船員保険事業における傷病手当金等の現金給付の迅速  ・現金給付費  政府管掌健康保険：  5，516億円   
な決定及び適正な支給に努める。   船 員 保 険：  55億円   

○ 請求書を受け付けてから、給付金が決定され、支給決定通知書が届くまでの所要日  ・被保険者1人当たり支給日数（傷病手当金）   
数の目標（サービススタンダード）について、請求者に対する不備返戻、医師照会及   政府管掌健康保険：  1．42日   

び実地調査に要した日数を除いた所要日数での達成率100％の実現を図る。   船員保険  6．44日   

傷病手当金  ：3週間以内   

出産手当金  ：3週間以内   

出産育児一時金   ：3週間以内   

家族出産育児一時金：3週間以内   
埋葬料（費）  ：3週間以内   

家族埋葬料  ：3週間以内   

（3）年金記録問題への対応については、「年金記録に対する信頼の回復と新たな年金  
記録管理体制の確立について」（平成19年7月5日年金業務刷新に関する政府・   
与党連絡協議会取りまとめ）、「年金記録問題に関する今後の対応」（平成20年1   
月24日）等に基づき着実に実施する。   
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達成すべき目標   参考指標   

4 社会保険オンラインシステムの見直し  

（1）社会保険業務の業務・システム最適化計画に基づき、見直しを実施する。   
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達成すべき目標   参考指標   

5 広報、情報公開、相談等に関する事項   ・ホームページアクセス数  8，086万件   

（1）社会保険事業に関する効果的な広報を行うとともに、年金教育の拡充を図る。   ・新聞広報の接触率  30．1％   

○生徒に対する年金セミナーの実施率：全中学・高校数の35％以上   ・年金セミナー   中学・高校生対象  32．1％  
大学生対象  23セミナー   

（2）被保険者、受給権者等の利用しやすい年金相談体制を充実するとともに、年金  ・ねんきんダイヤル応答率  69．4％  
個人情報の提供の充実を図る。ねんきんダイヤル応答率については前年度以上とな   
るよう努める。   ・年金相談者数（来訪相談者数） 8，000，500人  

・インターネットによる年金見込額試算照会の受付件数  
176，339件  

・年金加入状況の通知件数 11，758，769件  

（3）個人情報保護の重要性についての認識が徹底された職場を実現するとともに、   ・個人情報保護研修受研率   99．9％  

国民に対する適切な情報公開を行う。   
・レセプト開示件数   6，172件  

○個人情報保護研修受研率：100％   
・情報公開法に基づく開示請求件数本庁分： 63件  

地方分： 7，959件  
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達成すべき目標   参考指標   

6 保健事業及び福祉施設事業に関する事項   ・被保険者1人当たりレセプト点検効果額  

健康保険（資格点検） 2，012円  
（1）政府管掌健康保険事業・船員保険事業におけるレセプト情報管理システムを活   

・医療給付費  嘩康保険：  37，242億円  
等を行うことにより、医療費の適正化を推進する。   船員保険：  204億円   

○被保険者1人当たりレセプト点検効果額（資格点検を除く）   ・医療費通知件数  健康保険：  28，109，378件   
政府管掌健康保険：内容点検  439円以上   船員保険： 64，781件  

外傷点検  218円以上   
船 員 保 険：内容点検1，279円以上   ・負傷原因照会件数  344，578件  

外傷点検1，353円以上   
※政府管掌健康保険については平成20年9月までの半年分の数値   ・求償件数 健康保険： 125，975件  

船員保険： 721件  

・求償決定額 健康保険： 6，929，294，495円  
船員保険： 55，275，397円  

・レセプト点検効果額総額（政府管掌健康保険）  

内容点検 17，052百万円  
外傷点検 8，466百万円  
資格点検 39，134百万円  

（2）社会保険事業に係る保健事業は、適切かつ効率的に実施する ・健診実施者数   

。    特に、政府管掌健康保険事業・船員保険事業において、平成20年4月からの「高   健康保険（40歳以上被保険者）  3，267，977人   

齢者の医療の確保に関する法律」の施行に伴い、特定健康診査・特定保健指導を実施   船員保険（40歳以上被保険者）  15，254人  
するため、被保険者に対する生活習慣病予防健診事業を拡充するとともに、被扶養者   

・事後指導実施者数  653，864人  

事業を適切かつ効率的に実施する。   
平成20年度においては、今後特定健康診査等基本方針で定める声施率（平成24   
年度において特定健康診査70％、特定保健指導45％）の達成に向けて、特定健康   
診査40％以上（被保険者・一般健診）、特定保健指導28％以上（被保険者・政管健   
保）が達成できるよう、平成20年度上半期においては、地域の実情に応じた効果的   

な取組を推進する。   

（3）社会保険事業に係る保健・福祉施設事業は、各保健・福祉施設の見直しの方針に基  

づき、着実に整理合理化計画を実施する。   
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資料4－3  

「平成20年度目標において社会保険庁が達成すべき目標（案）」（平成19年度目標と対比表）  

平成20年度において、  社会保険庁長官に権限を委任した事務に係る社  平成19年度において、社会保険庁長官に権限を委任した事務に係る社  

会保険庁が達成すべき目標については、以下のとおりとする。  

また、厚生労働大臣が主宰する「社会保険新組織の実現に向けた有識者  

会議」において平成17年9月に取りまとめた「業務改革プログラム」に基づ  

く業務改革を推進するとともに、平成18年3月に取りまとめた「社会保険業  

務の業務・システム最適化計画」に基づいて、業務・システムの改革を進め  

るものとする。  

なお、平成19年度においては、とりわけ国民年金保険料の納付率の向  

上対策を最優先の課題として、重点的に取り組むとともに、いわゆる団塊  

の世代の大量退職に伴い、年金相談等の業務の増加が見込まれることか  

ら、これに対する的確な対応に努めることとする。  

会保険庁が達成すべき目標については、以下のとおりとする。   

年金記録問題により社会保険庁のこれまでの業務に対する国民の信頼  

が損なわれている状況に対し、職剥こ対する信頼の回復と新たな年  

金記録管理体制の確立について」（平成19年7月）、嘲こ関  

する今後の対応」（平成20年1月）等に基づく取組を着実に実施するととも  

に、「年金記録問題検証委員会報告書」（平成19年10月）等の手旨摘も踏ま  

え、業務の管理・運営に係る様々な改革を推進し、国民の信頼に足るシス  

テムを再構築していく必要がある。   

また、社会保険庁においては、  

①「業務改革プログラム」による改革の着実な実施、  

②平成20年10月の全国健康保険協会の設立に伴う健康保険事業の円  

滑かつ着実な移行、  

③平成22年1月の日本年金機構の設立に向けた、組織、業務の運革を円  

滑に行うための所要の準備  

を進める必要がある。  

少子高齢化が一段と進む中、国民生活の安定を保障する社会保険を担う  

組織として、国民に真に信頼される組織に再生していくために、年金記録問  

題の解決と新組織への移行に向けた社会保険庁の改革に全力を挙げて取  

り組むことが、年金制度に対する国民の信頼を回復するために必要不可欠  

である。  
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車成如単産め日常（索さ   辛成う毎年度の自標   

1適用事務に関する事項   1適用事務に関する事項   

（1）国民年金の被保険者種別変更等の適正な届出の促進や、職権によ  （2）国民年金の被保険者種別変更等の適正な届出の促進や、職権によ   

る適用により、国民年金の適用の適正化を図る。   る適用により、国民年金の適用の適正化を図る。   

○届出遅れに係る勧奨状の送付対象者数：前年度を下回る  

（1）厚生年金保険事業・政府管掌健康保険事業・船員保険事業の未適用   

事業所（船員保険は船舶所有者）の適用を促進するとともに、適用事業   

所からの被保険者資格の得喪、被扶養者、標準報酬月額、標準賞与額   

等に係る適正な届出を促進する。  

（2）厚生年金保険事業・政府管掌健康保険事業・船員保険事業の未適用   

事業所（船員保険は船舶所有者）の適用を促進するとともに、適用事業   

所からの被保険者資格の得喪、被扶養者、標準報酬月額、標準賞与額   

等に係る適正な届出の促進、適正な事務処理の徹底を図る。  

○適用事業所数に対する事業所調査件数（資格に関する調査を行った  

もの）の割合：4分の1以上 注）未適用事業所に対して立入検査をした  

件数を含む。  

○重点加入指導実施事業所数：前年度を上回る  
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事務紳年度め日掛索） 割勘9年度の目標   

2 保険料等収納事務に関する事項   2 保険料等収納事務に関する事項   

（1）国民年金保険料について、納めやすい環境づくり、効果的■効率的な  （2）国民年金保険料について、納めやすい環境づくり、効果的・効率的な   

納付督励の展開、強制徴収の厳正な執行、免除・猶予制度の利用促進   納付督励の展開、強制徴収の厳正な執行、免除・猶予制度の利用促進   

等により、納付月数の増加と未納者数の減少を図る。   等により、納付月数の増加と未納者数の減少を図る。   

平成19年度においては、現年度分保険料の納付率が80％に達する  

よう最大限努力するとともに、平成17年度分保険料の最終的な納付率  

が74．5％に達するように努める。   

平成20年度においては、現年度分保険料の納付率80％の目標達成  

に向けて最大限努力するとともに、平成18年度分保険料の最終的な納  

付率が平成17年度分保険料の最終的な納付率を上回るよう努める。   

なお、納付率向上の取組に関する評価について、次の点の検討を進  

め、考え方を明らかにする。  

① 未納者の具体的状況や属性（所得、未納期間、住所の有無、納付意   

向（拒否の有無）など）を明らかにし、実施機関として保険料徴収に取   

り組む対象範囲を明確にした上で、未納者の属性に応じて実現すべき   

納付者数、免除者数等の目安を設定することについて検討する。  

②未加入者数の推移など納付率の算定の前提に影響を与える諸条件   

についてこれまでの状況を整理し、これらの条件を織り込んだ納付率   

を明らかにした上で、目指すべき目標の在り方を検討する。  

なお、納付率向上の取組に関する旦選と評価について、引き続き、  

次の点の検討を進め、平成20年度中に考え方を明らかにする。  

①未納者の具体的状況や属性（所得、未納期間、住所の有無、納付   

意向（拒否の有無）など）を明らかにし、実施機関として保険料徴収に   

取り組む対象範囲を明確にした上で、未納者の属性に応じて実現す   

べき納付者数、免除者数等の目安を設定することについて引き続き   

検討する。  

②未加入者数の推移など納付率の算定の前提に影響を与える諸条   

件についてこれまでの状況を整理し、これらの条件を織り込んだ納   

付率を明らかにした上で、目指すべき目標の在り方を引き続き検討   

する。  
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等の確実な納入を促進するとともに、社会保険料等を滞納する事業主   等の確実な納入を促進するとともに、社会保険料等を滞納する事業主   

（船員保険は船舶所有者）に対する納付の督促及び滞納処分を確実に   （船員保険は船舶所有者）に対する納付の督促及び滞納処分を確実に   

○保険料収納率注）   

厚生年金保険：旦型塑以上で、かつ、前年度と同等の実績を確保   

政府管掌健康保険：旦型塑以上で、かつ、前年度と同等の実績を確保   

船員保険：旦呈塑以上で、かつ、前年度と同等の実績を確保  

○口座振替実施率   

厚生年金保険：84％以上   

政府管掌健康保険：85％以上   

船員保険：57％以上  

注）上記の保険料収納率は、現年度分保険料調定額及び過年度分   

保険料調定（繰越）籠の合計額に対する当年度の収納額の割合  

○保険料収納率 注）   

厚生年金保険：98．5％以上で、かつ、前年度と同等の実績を確保   

政府管掌健康保険：97．9％以上で、かつ、前年度と同等の実績を  

確保   

船員保険：92．1％以上で、かつ、前年度と同等の実績を確保  

○口座振替実施率   

厚生年金保険：84％以上   

政府管掌健康保険：85％以上   

船員保険：57％以上  

注）上記の保険料収納率は、現年度分保険料調定額及び過年度分   

保険料調定（繰越）額の合計額に対する当年度の収納額の割合  
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平成20年度の目≡標ぐ棄） 平成19年度の自標   

3 保険給付事務に関する事項   3 保険給付事務に関する事項   

（1）年金給付の迅速な決定及び適正な支給に努める。  （3）年金給付の迅速な決定及び適正な支給に努める。  

○請求書を受け付けてから、年金が裁定され、年金証書が届くまでの  ○請求書を受け付けてから、年金が裁定され、年金証書が届くまでの   

l  所要日数の目標（サービススタンダード）について、請求者に対する不  l  所要日数の目標（サービススタンダード）について、請求者に対する不l   

備返戻、医師照会、実地調査及び市町村からの回付に要した日数を  

除いた所要日数での達成率100％の実現を図る。   

老齢基礎t老齢厚生年金：2か月以内   

（加入状況の再確認を要しない方は、1か月以内）   

遺族基礎・遺族厚生年金：2か月以内   

（加入状況の再確認を要しない方は、1か月以内）   

障害基礎年金：3か月以内   

障害厚生年金：3か月半以内  

備返戻、医師照会、実地調査及び市町村からの回付に要した日数を  

除いた所要日数での達成率100％の実現を図る。   

老齢基礎■老齢厚生年金：2か月以内   

（加入状況の再確認を要しない方は、1か月以内）   

遺族基礎・遺族厚生年金：2か月以内   

（加入状況の再確認を要しない方は、1か月以内）   

障害基礎年金：3か月以内   

障害厚生年金：3か月半以内  

（2）政府管掌健康保険事業・船員保険事業における傷病手当金等の現   

金給付の迅速な決定及び適正な支給に努める。  

（2）政府管掌健康保険事業・船員保険事業における傷病手当金等の現   

金給付の迅速な決定及び適正な支給に努める。  

○ 請求書を受け付けてから、給付金が決定され、支給決定通知書が   

届くまでの所要日数の目標（サービススタンダード）について、請求者   

に対する不備返戻、医師照会及び実地調査に要した日数を除いた   

所要日数での達成率100％の実現を図る。  

○ 請求書を受け付けてから、給付金が決定され、支給決定通知書が   

届くまでの所要日数の目標（サービススタンダード）について、請求者   

に対する不備返戻、医師照会及び実地調査に要した日数を除いた   

所要日数での達成率100％の実現を図る。  

傷病手当金  

出産手当金  

出産育児一時金  

家族出産育児一時金  

埋葬料（費）  

家族埋葬料  

傷病手当金  

出産手当金  

出産育児一時金  

家族出産育児一時金  

埋葬料（費）  

家族埋葬料  

：3週間以内  

：3週間以内  

：3週間以内  

：3週間以内  

：3週間以内  

：3週面以内  

：3週間以内  

：3週間以内  

：3週間以内  

：3週間以内  

：3週間以内  

：3週間以内  

－5－   



務刷新に関する政府一与党連絡協議会取りまとめ）、「年金記録問題に関  

4 社会保険オンラインシステムの見直し 

（1）社会保険業務の業務・システム最適化計画に基づき、見直しを実施  

する。   

5 広報、情報公開、相談等に関する事項   5 広報、情報公開、相談等に関する事項   

（1）社会保険事業に関する効果的な広報を行うとともに、年金教育の   （1）社会保険事業に関する効果的な広報を行うとともに、年金教育の   

拡充を図る。  拡充を図る。  

○生徒に対する年金セミナーの実施率：全中学■高校数の35％以上  ○生徒に対する年金セミナーの実施率：全中学・高校数の35％以上   

（2）被保険者、受給権者等の利用しやすい年金相談体制を充実すると   （2）被保険者、受給権者等の利用しやすい年金相談体制を充実すると   

ともに、年金個人情報の提供の充実を図る。ねんきんダイヤル応答率に  ともに、年金個人情報の提供の充実を図る。   

ついては前年度以上となるよう努める。  

（3）個人情報保護の重要性についての認識が徹底された職場を実現する  （3）個人情報保護の重要性についての認識が徹底された職場を実現する   

とともに、国民に対する適切な情報公開を行う。  とともに、国民に対する適切な情報公開を行う。   

○個人情報保護研修受研率：100％  

－6－   



専政如年度離穀 箪境キ盲年度ゐ自痩 

6 保健事業及び福祉施設事業に関する事項   4保健事業及び福祉施設事業に関する事項   

（1）政府管掌健康保険事業・船員保険事業におけるレセプト情報管理   （1）政府管掌健康保険事業・船員保険事業におけるレセプト情報管理   

システムを活用した効率的なレセプト点検調査の実施及び被保険者等   システムを活用した効率的なレセプト点検調査の実施及び被保険者等   

に対する適切な受診指導等を行うことにより、医療費の適正化を推進   に対する適切な受診指導等を行うことにより、医療費の適正化を推進   

する。  する。  

○被保険者1人当たりレセプト点検効果親（資格点検を除く）  ○被保険者1人当たりレセプト点検効果額（資格点検を除く）   

政府管掌健康保険：内容点検  439円以上   政府管掌健康保険：内容点検 806円以上   

外傷点検  218円以上   外傷点検 464円以上   

船 員 保 険：内容点検1，279円以上   船 員 保 険：内容点検1，173円以上   

外傷点検1，353円以上   外傷点検 868円以上   

※政府管掌健康保険については平成20年9月までの半年分の数値   （※ 平成19年度目標では「3 保険給付事務に関する事項」に整理）   

（2）社会保険事業に係る保健事業は、適切かつ効率的に実施する。   （1）社会保険事業に係る保健事要は、適切かつ効率的に実施する。   

特に、政府管掌健康保険事業■船員保険事業において、平成20年   特に、政府管掌健康痩険事業・船員保険事業において、平成20年4月   

4月からの「高齢者の医療の確保に関する法律」の施行に伴い、特定   からの「高齢者の医療の確保に関する法律」の施行による特定健診・特   

健康診査・特定保健指導を実施するため、被保険者に対する生活習慣   定保健指導の義務化を見纏えて、生活習慣病予防健診事業を効果的に   

病予防健診事業を拡充するとともに、被扶養者に対する健診事業を   実施するとともに、それに基づく事後指導等の事業を適切かつ効率的に   

効率的に実施し、それらの健診結果等に基づき特定保健指導等の事業  実施する。  

を適切かつ効率的に実施する。  

平成20年度においては、今後特定健康診査等基本方針で定める実施  ○健診実施割合   

率（平成24年度において特定健康診査70％、特定保健指導45％）の   政府管掌健康保険：34％以上（40歳以上の被保険者）   

達成に向けて、特定健康診査40％以上（被保険者・一般健診）、特定保   船 員 保 険：39％以上（40歳以上の被保険者）   

健指導28％以上（被保険者・政管健保）が達成できるよう、平成20年度  ○事後指導：実施者数が前年度の実績を上回る  

上半期においては、地域の実情に応じた効果的な取組を推進する。  

（3）社会保険事業に係る保健・福祉施設事業は、各保健・福祉施設の  （2）社会保険事業に係る保健・福祉埠設事業は、各保健・福祉施設の   

見直しの方針に基づき、着実に整理合理化を実施する。   見直しの方針に基づき、着実に整理合理化を実施する。   

く計   




